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１．はじめに

　ペットフード協会・2017年調査で国内猫飼育数が初めて犬を逆転し――犬が08年ピーク後は
減少する一方，猫は21年まで緩やかに増加（一般社団法人ペットフード協会，2021a：２）――，
鳴き声の語呂合せに因んだ「猫の日」（２月22日）も，西暦年表示の２が重なった22年，例年
にも増してメディアで盛んに取り上げられるなど，00年代半ば以降の空前の猫ブームが続いて
いる。それを支えてきたのが高度成長期以降に規模を拡大し続けてきたペットビジネスで，繁
殖業者が仔猫・仔犬を出荷，ペット店が仕入れる競り市の登場により，利潤重視の大量生産－
大量販売型産業流通形態，安定供給体制が確立，店頭での生体販売・購入が一般化し，「家族
ペット」の主役となった猫の経済効果「ネコノミクス」に大きな注目が集まった（朝日新聞，
2019）。
　他方で行政，保健所・動物愛護センター（後述）等による猫殺処分数は，20年度迄の10年で
87%減となったものの，未だ19,705匹に及び，繁殖業者の増産態勢に関わる問題（人気種の過
剰繁殖や危険な交配による遺伝子疾患等）に加え，行政引取り（同年度44,798匹）の77%を所
有者不明猫が占め，適正飼育されていない猫が多い点も依然，課題となっている（環境省，
2022c）。さらに，20年春以降の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行に伴い“おうち時
間”が増加し，同居者以外と接触を避け，癒しを求め新たにペットを飼い始める人が増えた反
面，世話の大変さから飼育放棄するケースも少なくなく，20年の動物虐待事件（動物愛護法違
反の摘発）数は，現統計手法となった10年以降で２番目に多い102件，うち猫が最多の57件に
上っている（朝日新聞デジタル，2021a，2021b）。保護される猫が増えた一方，コロナ禍での
３密（密閉・密集・密接）回避要請を受け，保護猫譲渡等の保護活動，殺処分減に向けた取り
組みの主な担い手となってきた動物愛護センターや市民セクターの動物愛護（市民）団体の活
動も縮小，停滞を強いられるなど，ブーム下の猫適正飼育をめぐる課題は山積している。
　特に相当数に上る殺処分減少対策としては主に，行政・愛護団体等への「流入」（飼育放棄，
所有者不明の野良猫の持ち込み等），すなわち引取り数を減少させる取り組みと，行政・愛護
団体からの「流出」＝譲渡数を増加させる取り組みの２つがある（岩倉，2013）。いずれも欠
かせないものの，本稿では譲渡による殺処分数減少は勿論，生産性・利潤を重視してきたペッ
トビジネス形態，さらに動物の命軽視の見直しといった人々の動物愛護精神向上効果にも着目
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し，譲渡が適正飼育や殺処分減少策を研究する上でより重要と位置づけ，中心的に取り上げた
い。また，保護猫譲渡・殺処分減少の活動・施策推進は，専門的ノウハウを有する公務員獣医
師不足や予算の制約がある行政のみの力では限界がある。実際，自治体による譲渡の４割は団
体譲渡が占める1）他，動物愛護管理法で定められた動物愛護推進員や動物愛護推進協議会，
様々なボランティア，住民主体で野良猫を地域猫として管理する地域猫活動等，愛護団体を始
め幅広い市民との協働が不可欠となる。ところが，20年の猫殺処分率をめぐっては北海道5.9%
〜長崎県82.2%，高知県92.7%まで，大きな差が存在する（環境省，2022c）。この格差は，特に
割合の高い地域で，行政と市民の協働体制構築不足や愛護センターの効果的活用がなされてい
ないことに起因し，格差是正は日本全体的な動物愛護管理行政の質向上のためにも急務だろ
う。
　そこで本稿では，保護猫譲渡・殺処分減少に係る全国動向を概観した上，多数の市民に開か
れた動物愛護センターを設けていたり，市民・愛護団体との連携体制が構築されている，保護
猫譲渡・殺処分数低減活動・施策（動物愛護管理行政）の先進事例と言える自治体・愛護団体

（先進地域）を対象とした調査結果を主に検討していく。こうした作業により，愛護センター
未設置の岩手県を始め，行政－市民協働に基づく全国的な一層の保護猫譲渡普及，殺処分減少
対策のあり方を提言し，今後のより良い動物愛護管理行政，ひいては動物福祉向上に繋げた
い。

２．近年の猫を取り巻く状況と行政の対応

（１）ブーム下での入手先変容と猫をめぐる受難・問題状況
　70年代半ば頃以降の都市化に伴う団地・集合住宅居住や共働き世帯の増加等により，飼育空
間や散歩に連れていくのが不要な猫を飼い易い生活環境が，都市部中心に形成されていたが

（真辺，2021など），猫を家庭で飼う際は，少し前まで拾ったり貰うのが普通だった。しかし猫
ブームの下，CMなどメディアで取り上げられた一部純血種の人気が上昇，ペット店で購入す
るケースが増え，若い世代ほど店頭購入傾向が強まりつつある（太田，2019：18，20など）。
実際，一般社団法人ペットフード協会の21年・飼育実態調査でも，入手先は「ペットショップ
で購入」が16.0％と，「野良猫を拾った」（36.0%）や「友人／知人からもらった」（26.8%）に
は及ばないものの（「友人／知人のブリーダーから直接購入」は3.9%2）；犬はペット店が半数超
で，友人／知人からは13%台），20歳代では「ペットショップで購入」が30.3%まで増え，「野
良猫を拾った」（19.0%）と逆転している（同協会，2021b：83）。また30，50代でもペット店
購入が18 〜19%と，全世代平均より高い。猫の販売流通量も10年代後半，年１割平均で増え

（朝日新聞，2019），背後に現代のペットビジネス・モデルがあり，工場化した繁殖業者（ブ
リーダー）による大量生産と競り市（オークション）で量・品種を満たした安定供給がなさ
れ，流通・小売業者（ペット店）による大量販売へ至る。こうした形態は以前，特定犬種が
ブームになった際に出来たもので，30 〜40年かけ犬ビジネス拡大の中で「犬たちに降りかかっ

 1）譲渡により，新しい飼い主に保護猫・犬が引き渡されるまでには，直接の「個人譲渡」に加え，行政が動
物愛護団体等に個人への再譲渡を目的に引き渡す「団体譲渡」の２つのルートがある。

 2）「友人／知人のブリーダーから直接購入」ではなく「友人／知人からもらった」が選択されたのは，不妊去
勢手術を行なっていない表れと推測出来（2021年３月16日に盛岡市内で行なった同市保健所担当Aさんへの
インタビュー），手術の必要性等の普及啓発が欠かせない。「野良猫を拾った」も同様だろう。
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てきた悲劇は，猫には一気に」，「より過酷に押し寄せる可能性がある」（太田，2019：３）と
されている。何故なら，猫は比較的増産し易い動物で，過剰繁殖や不適切な交配による遺伝性
疾患増加が懸念されるのに加え，不十分な専門的知識・経営資源のまま，経済的利益を狙い安
易に繁殖を始める人も少なくなく，保健管理が行き届かず感染症や多頭飼育崩壊を発生させ，
流通過程での死亡（近年，流通量の３％程で推移し，18年度6,486匹；朝日新聞デジタル，
2020）へと繋がるからである。さらに，ブームは消費者に衝動買いを促す面を持ち，安易な飼
育放棄へ結びつき易い。現にコロナ禍の中，１年以内に新たに飼育され始めた猫は20・21年，
前年比16.8%，6.3%増と，19年以前より大きく伸び，入手先もペット店購入が20年にかけ倍増
した（前出のペットフード協会，2021a：２，朝日新聞デジタル，2021b）。一方，寂しさを埋
めるべく飼ってみたが，予想以上に世話が大変で負担を感じたり，子どものアレルギー発症等
の理由から手放す人が多く，数日で飼育放棄する例も起きている。コロナ禍長期化に伴い，一
層の放棄増が懸念されるとともに，収束後は勤務形態・居住場所変更によって生活環境が再度
変わり，飼育困難化し放棄を誘発する可能性も考えられるなど（朝日新聞デジタル，同上），
ペットビジネスの産業流通・供給体制にコロナ禍が重なり，放棄や保護猫増加リスクは高い状
況にある。
　また，保護猫増加要因の一つに，コロナ禍前から多頭飼育崩壊が挙げられてきたが，多頭飼
育に関する苦情件数も近年増える傾向にあり，全国で06 〜07年度・２カ年で1,775件から18年
度2,149件へ増加し，61.6％（18年度）を猫が占め最多となっている3）（環境省，2011a：１，同，
2020a：56）。勿論，繁殖・流通過程の事業者による劣悪な環境下での「虐待飼育」と呼ばれる
悪質なケースも頻繁に問題となり4），度重なる動物愛護管理法改正（事業者の飼育・販売環境
の規制強化）へ繋がってきたが，多くは一般世帯で起き，経済的理由から不妊去勢手術を行な
わず，短期間に飼い猫が急増し飼育困難となって，猫の健康が大きく損なわれるだけでなく，
悪臭・ふん害や鳴き声等が近隣トラブルを生起し発覚する。高齢世代に多い傾向があり，飼い
主の地域での孤立や生活難が背景要因となっているため（岩手日報，2021a，環境省，2020a），
動物愛護分野に加え，社会福祉分野の行政部局やNPO，専門家等と連携した対応が要請され
る課題に浮上しており（４節で後述），こうした多頭飼育問題が各地域での保護猫や殺処分数
低減に向けた取り組みのネックとなっていることは明らかであろう。実際，本学が位置する盛
岡市でも近年，保護猫数が増えており，20年度前期・半年間で115匹に達し（前年度・通年に
相当），うち半数は飼い主が飼えなくなった猫で，多頭飼育崩壊の影響も大きいという5）。
　以上のように猫にとって受難の多い，適正な生育条件が阻害された環境は継続している。確
かに，過酷な状況を受けた動物愛護管理法改正の効果等から，図１の通り00年代後半以降，自
治体に引取られる保護猫やその内の殺処分数も大幅減少，殺処分率と返還・譲渡率は反比例に
推移し，20（令和２）年度に初めて返還・譲渡が殺処分数を上回る形となった（返還・譲渡率
56.7 %に対し，殺処分率44.0%6））。しかし依然，年２万匹弱が殺処分され，動物愛護法12年改
正では，繁殖・販売を行なう第一種動物取扱業者に終生飼育確保義務が規定されたため，自治

 3）なお，犬が２位の45.2％で続き（環境省，2020a：56），１人で複数種の動物を多頭飼育するケースも少なく
ないため，合計は100%超となっている。

 4）例えば，これは犬の典型例であるが，朝日新聞，2021aを参照。
 5）2021年３月16日に行なったAさんへのインタビュー，及び盛岡市市長公室広聴広報課編，2020：11。
 6）なお，返還・譲渡率と殺処分率は，当該年度の引取り数に対する割合だが，返還・譲渡や殺処分数は，年度

を跨いで返還・譲渡，殺処分された個体も含むため，２つの比率の合計は100%超となっている。
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体は当該事業者からの引取りを拒否できるようになったことから7），上述した“流通過程の死亡
数”は殺処分数に含まれていない。猫が空前の人気を博す今日，数万匹を上回る規模で人の手
により「殺処分」されている実態が，過剰増産のペットビジネスと並存していると言える。

　また，行政による引取り（保護猫）内訳を見ると，幼齢個体が69%を占め（20年度；環境
省，2022c），外猫の仔猫や多頭飼育崩壊から保護されたケースが多い8）。成猫と違い，数時間
おきに授乳や排泄を促す等が必要な仔猫の世話を十分行なえる人手は行政のみで賄えず，やむ
を得ず殺処分されることも少なくない。そのため，市民のボランティア・愛護団体等との協
力・連携が不可欠となってくる。もっとも，市民・愛護団体との効果的な協働体制が整ってい
る自治体ばかりでなく，コロナ禍以前から愛護団体の人的・経済的資源確保も課題となってき
たのであり，各地域での保護猫譲渡促進・殺処分減少に向けた体制・制度面の強化・充実も求
められる。

（２）国の保護猫対策と自治体による譲渡促進の現状―低い保護猫・譲渡認知度も踏まえて―
　実質的「殺処分」数や引取り（保護）数が高水準で推移，増加リスクも孕む現状の中，猫の
受難を軽減すべく環境省も，動物愛護管理法に基づく20年改正「動物愛護管理基本指針」で，
行政引取りにおける猫犬殺処分数の30年度迄の18年度比半減を目標に掲げ，飼い主への返還・
適正な譲渡推進を謳うとともに，終生飼養を始め飼い主責任の徹底と外猫への無責任な餌やり
防止による引取り数減少等も，殺処分減に繋がる施策に挙げている（環境省，2020b：６）。目
標達成に向けた国施策の１つが「動物収容・譲渡対策施設整備費補助」（09年度〜）で，自治
体が引取った動物（猫犬）収容・譲渡施設の新築・改築・改修，譲渡専用スペース設置等を支

 7）市民が引取りを希望しても，猫が老齢・疾病の場合や不妊去勢手術未実施，譲渡先を見つけるよう努めてな
い場合等は，行政が拒否可能となり，引取り数減に繋がってもいる（東京弁護士会公害・環境特別委員会編，
2020：126）。但し引取り拒否に伴い，飼育放棄後の野良化や人里離れた所に遺棄するケースも懸念されよう。

 8）Aさん（2021年３月16日に実施），及び３節で扱う訪問調査を行なった各自治体担当者へのインタビュー。

 

 
（出処）環境省，2022b に基づき筆者作成。 

図図１１  猫猫のの引引きき取取りり数数・・返返還還譲譲渡渡率率・・殺殺処処分分率率（（全全国国推推移移））  
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都市化・自動車交通量増に伴う交通事故や感染症罹患，不妊去勢手術未実施に伴う妊娠・仔猫

増加など，放し飼いの高リスク回避のため――や同手術の必要性，やむを得ず家庭事情で手放

す際の新たな飼い主探しを含む飼い主責任の普及啓発主体として期待され，その設置・機能整

備の意義は極めて大きい。なお，動物愛護管理法 37 条の２にて動物愛護センター（法令上は

「動物愛護管理センター」と表記）は，都道府県や政令指定市・中核市・保健所政令市・特別

（出処）環境省，2022bに基づき筆者作成。
図１　猫の引き取り数・返還譲渡率・殺処分率（全国推移）
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援し，収容日数や馴化訓練，譲渡希望者との触れ合い機会・譲渡会の増加により，返還，特に
譲渡に結びつけることを目指している（環境省，2022bなど）9）。そうした施設の典型が各県，
政令・中核市等に整備された動物愛護センターやそれに準ずる施設であるが，老朽化したり，
市民との触れ合い機能を有していない施設も少なくなく，後述の札幌市や盛岡市・岩手県等で
もセンター設置の計画・構想途上にある。収容・譲渡対策施設は各地域で市民・飼い主への愛
護教育の中心的担い手となり，とりわけ国・自治体が推奨する完全屋内飼育の重要性――都市
化・自動車交通量増に伴う交通事故や感染症罹患，不妊去勢手術未実施に伴う妊娠・仔猫増加
など，放し飼いの高リスク回避のため――や同手術の必要性，やむを得ず家庭事情で手放す際
の新たな飼い主探しを含む飼い主責任の普及啓発主体として期待され，その設置・機能整備の
意義は極めて大きい。なお，動物愛護管理法37条の２にて動物愛護センター（法令上は「動物
愛護管理センター」と表記）は，都道府県や政令指定市・中核市・保健所政令市・特別区に設
置が求められている，愛護管理の事務や保護動物管理等を所掌する部局と，それら自治体が設
置する施設を意味するが，市民が来訪し易い環境での譲渡活動実施こそが重要なため，本稿で
はあくまで施設を指して（動物）愛護センターという表現10）を用いる。また，屋内飼育推奨
は，屋外の公共空間や他世帯敷地でのふん尿や騒音，物的被害等に伴う近隣トラブル生起，虐
待被害に遭ったり，行方不明・野良化し過剰繁殖に繋がる等のリスクを低減するためでもあ
り，これらの問題はそのまま，全国的に地域課題となってきた野良猫にも当てはまる。しかし
従来，野良猫に対する餌やりが住民間対立にも繋がってきた中，近年は地域で周辺住民の理
解・協力を得た上，有志が「飼い主がいない猫」11）に急激な繁殖増を防ぐ不妊去勢手術を施
し，定期的な餌やりやふん尿処理等の世話・管理をしていく「地域猫」活動が各地で展開され
ている。自治体等が手術費を補助したり，住民主体の活動を支援するケースも増えつつあり，
野良猫が減ることで地域トラブルや猫の交通事故減少，保護や殺処分される猫低減等の成果が
望める活動となっている（３節で後述；朝日新聞，2021b，盛岡市市長公室広聴広報課編，
2020：11）。
　閑話休題。施設補助に加え，環境省は00年代後半以降，ネット活用「収容動物検索情報サイ
ト」――国内保健所・愛護センター収容動物検索，譲渡会など取り組み情報を集約（環境省自
然環境局，2022）――作成・運営や「譲渡支援のためのガイドライン」（環境省，2006）を始め，
猫に特化したものも含む譲渡関連パンフ・報告書類公表，16・17年に自治体境を超えた「広域
譲渡」推進のためのモデル事業等も実施している（昆野，2022：15-17）。さらに05年改正・動
物愛護管理法で，猫犬引取り業務の一部をマンパワー不足の自治体職員に代わって，愛護団体
に委託可能となり（東京弁護士会公害・環境特別委員会編，2020：176），新しい飼い主が決
定・譲渡される迄の飼育・世話を同団体が担う団体譲渡の形で，譲渡数増に貢献している。
　このように国は，自治体の事業・取り組みを支援する施策を展開し，自治体－市民協働によ

 9）実際，当該補助を活用した旭川市動物愛護センター担当者から，助成制度が「愛護センターの設置・改修
を必要としている自治体の助けになっている」と評価され（同市センター担当Bさんと筆者・昆野の間で取
り交わされた21年11月20日のEメール内容），本補助金要求額に対する執行率も近年，概ね90％台で推移し，
自治体からの要求額が増加傾向にあるため（JUDGIT!，2019），今後も国予算確保が重要となろう。

10）全国的に動物愛護センターという呼び名が多いが，動物管理，動物保護，動物愛護管理など多様で（西村，
2018：38），親しみ易い名称（後述する旭川市や長野県等）を付け加える工夫も見られる。県単位のセンター
が未設置なのは，岩手を始め山形，島根など（少なくとも）５道県に上る（環境省自然環境局，2022など）。

11）飼い主がいない猫は大きく，地域で飼養・管理される「地域猫」と特定の飼養・管理者が存在しない「野良
猫」，野良猫が野生化し山野で生きる「ノネコ」に３分類されるが（木下，2019：63），本稿は前２者を扱う。
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る殺処分減・譲渡促進に繋がる仕組み作りの法的基盤も整えてきた。その上で12年改正・動物
愛護管理法にて，自治体の猫犬引取り後の返還・譲渡事業が努力規定として設けられ，自治体
に譲渡推進を促す形となっている。それらを受け，現場で保護猫収容・譲渡等の作業を担う各
自治体でも，愛護センター・保健所など動物愛護管理部局が中心となり，愛護団体や一般市民
ボランティア等と連携しつつ，保護猫の収容・ケア・馴化訓練，収容個体と譲渡希望者のマッ
チング，譲渡会開催や飼育相談・指導，不妊去勢手術の徹底（助成措置を含む），地域猫活動
やその支援，野良猫対策，多頭飼育問題対応，さらに返還・保護事業のPR，保護動物との触
れ合い体験や愛護教育といった，広範な飼い主となる住民の教育，返還・保護・譲渡に関する
普及啓発等に，地域の実情に合わせ取り組んでいる12）。しかしながら，愛護センター未設置で
ハード面に問題を抱えていたり，愛護団体・ボランティアとの協働の不十分さ等から殺処分率
が高いままの自治体や，人的・財政的資源調達に苦しんできた市民団体も多い。特にコロナ禍
によって愛護団体の多くが，保護依頼が増えた反面，譲渡会中止や来場者が減少し譲渡が進ま
ず，収容スペースが圧迫され，一層，人手や活動資金不足で苦慮している（岩手日報，2020，
2021eなど）13）。また，次節で考察するように愛護センター・保健所も，休館や譲渡会中止・縮小
を始め事業・取り組みの停滞を強いられており，負の影響の長期化が懸念される状況にある。
　その上，行政が譲渡促進策を講じてきたものの，保護猫譲渡が新規ペット入手形態として根
付いていない現状も存在する。前出・21年ペットフード協会調査で，猫入手先として「ペット
ショップで購入」16.0％に対し，愛護センターなど自治体運営施設と愛護団体など市民運営・
管理の収容・保護施設を合わせた「シェルターからの譲渡」は4.2%と，４倍弱の差がある。13
年以降のデータも確認したところ，傾向に変化はなく14），国内で未だ譲渡が普及していない。
背景として保護猫犬自体，そして特にその譲渡の取り組みの認知度が低いことが以前から指摘
され（岩倉，2013：187）――同協会調査の地域猫・野良猫以外の猫飼育者でシェルターを知
らなかった割合も，17年の６割超から20年・約５割と低下傾向にあるが，依然半数（一般社団
法人ペットフード協会，2017，2021b）――，認知度向上が大きな課題となってきた。
　以上のような問題山積の中，殺処分率が大幅に減少，ないしゼロとなっている地域では，自
治体や愛護団体等によって，どのような譲渡促進に向けた取り組み・活動が展開されているの
だろうか。３節では，先進的な施設整備や事業・取り組みが実践されてきた各地の事例を抽出
し，その特徴，成功要因や残された課題を考察していく。

３．保護猫譲渡普及・殺処分減少に向けた取り組みの成果と課題
―先進地域での事業・活動の事例分析―

（１）調査対象地域の行政機関・団体による取り組み概要
　筆者（両名）は，上述した保護猫頭数増加に伴う譲渡希望者不足が懸念される盛岡市保健所

12）なお，こうした事業・取り組み以外で動物愛護センターに法令上求められている業務には，動物取扱業の登
録・届出，監督や，人間に危険のある特定動物の飼養・保管許可，監督等が挙げられる（環境省，2019a：21）。

13）大正大地域構想研究所のボランティア・市民活動参加者調査（21年）で，コロナ禍拡大以降のボランティ
ア・NPO活動への影響に関し，「ほとんど（全く）行われなくなった」48.3%，「影響を受けたが活動が継続
された」37.0%となっていたが，同じく動物愛護分野も大きな影響を受けていると言えよう（岩手日報，
2022a）。

14）ペットフード協会HPに掲載されていた，13年以降の各年調査データを参照，比較した（昆野，2022：22）。
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担当者から得た，他地域の行政を中心とした先進的取り組みに関する情報も参考に15），市民に
開かれた動物愛護センターの設置・運用や，愛護団体・市民ボランティアとの協働に基づく譲
渡促進により，殺処分数ゼロや大幅削減に成功した盛岡を含む６地域（自治体）を選定し，当
該自治体の愛護センター・保健所や愛護団体担当者等を対象に事業・活動状況を調査した16）。
　まず表１に，調査対象機関・団体等の設立・開所年，立地面の特徴や開所・活動目的，主な
事業・活動を整理して示す。なお，動物愛護管理法で愛護管理管轄部局の役割，及び愛護セン
ターやそれに該当する施設の役目が明記されているが，それらは全自治体で取り組まれている
事業・施策であるため，あくまで他自治体より優れている点を中心に纏め，特記する形とし
た。

表１　調査対象機関・団体等の概要
名称（設立・開所年，立地など） 開所・活動目的 主な事業・活動

旭川市動物愛護センター「あにま
ある」…12年開所，同市７条通。
旭川駅徒歩５分，市庁舎の一角。
官庁街に囲まれ宅地と一定距離。
正職員７（獣医師３）名，再任
用・会計年度職員他８名，ボラン
ティア（見学案内12名，ミルク８
名）。

「命の大切さを伝える施設」「動物
にやさしい施設」「人と動物の正し
い関係を学べる施設」をコンセプ
トに，適正・終生飼養の啓発強化，
長期収容による譲渡率向上・殺処
分数低減に取り組む。休館日は土
曜・日曜・祝日（第２，第４日曜
開館）。

多頭飼養の届出制度設置により，
不適正飼育の早期発見・崩壊未然
防止に繋げる。
行政主導のTNR活動で，飼い主の
いない猫の不妊措置事業推進。
21年から旭川市動物愛護基金制度
を整備，財源確保に努める。

札幌市動物管理センター…八軒本
所が西区八軒に71年，北区篠路町
福移に07年，福移支所が開所。
獣医師５名，事務２名，狂犬病予
防員11名＋委託業者，動物愛護推
進員12名，動物愛護ボランティア
62名，保護ボランティア約30名。

「人と動物が共生する社会の実現〜
人と動物が幸せに暮らせるまち・
さっぽろ〜」（札幌市動物管理推進
計画，2018）の実現が目的。休館
日は土曜・日曜・祝日で，福移支
所のみ土曜開庁し，譲渡会を実施。

犬猫情報交換事業にて市民同士の
譲渡の場を提供したり，譲渡会を
休日や広域で開催・展開するなど
工夫。登録制度やセンター独自の
ボランティア制度を設け，協力体
制を確立。

新潟市動物ふれあいセンター…13
年開所，同市中央区。大型複合施
設内に設置。ポニーやヤギ等も飼
育し，レジャー施設として機能。
従業員14名，ボランティア150名。

ふれあいを通じ，人と動物の関わ
りを学ぶ機会を提供することで，
動物愛護精神の醸成・普及を図り，
人と動物の共生社会実現に寄与す
ることが目的。休館は火曜。

猫飼い方講習会や６組限定の毎日
譲渡会開催（犬関連は動物愛護セ
ンターが担当）。子供への触れ合
い教室や譲渡説明会で愛護教育。
多頭飼養届出書を導入，飼育者把
握。

長野県動物愛護センター「ハロー
アニマル」…00年開所，小諸市菱
平。浅間山南西山麓・標高800m弱

（市街より150m高）の好眺望立地。
獣医師６名，事務３名，会計年度
任用職員2名＋委託業者14名，ハ
ローアニマルサポーター84名。

動物について学び，ふれあいを通
じ命の大切さや相手を思いやる気
持ちを育み，人にも動物にも優し
い社会をつくることが目的。殺処
分施設を併設せず，動物愛護に特
化。休館日は月曜・第１火曜と祝
日の翌日。

学校や高齢者施設訪問に加え，
不登校生徒の受入れといった動
物 介 在 活 動（CAPP） を 積 極 実
施。センター独自のボランティ
アを公募し，上記CAPPにも参加
するなど綿密に連携。手術費用
全額負担による地域猫活動支援
事業を実施。

15）2021年３月16日に行なったAさんへのインタビュー。
16）2021年３月〜22年１月にかけての機関・団体対象調査のうち，札幌市（21年11月）と長野県（小諸市内；

同月），盛岡市（３，６，12月），及び後述する岩手県（盛岡市内；22年１月）のセンターなど自治体担当者
インタビューは両名で訪問・実施し，盛岡市内愛護団体（NPO法人もりねこ）担当者等訪問インタビュー

（21年８月）と千代田区の愛護団体担当者オンライン・インタビュー（11月），及び旭川市（同）と新潟市
（同），千代田区（同）のセンター・自治体担当者とのEメール交換による調査は，昆野を中心に行なった。
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名称（設立・開所年，立地など） 開所・活動目的 主な事業・活動
 「千 代田モデル」…00年，TNR助成

事業として開始。区・普及員
（ボランティア；個人86名＋ちよ
だニャンとなる会）・協力動物病
院（23カ所）で活動。

一般社団法人ちよだニャンとなる会 
…団体職員５名，猫カフェ運営ボラ
ンティア１名，アルバイト・パート
５〜７名，ボランティア400名。

区に猫苦情が多かったため，去勢・
不妊手術費用助成事業を00年開始。
区がボランティア募り，区・ボラ
ンティア・動物病院の連携確立。
ボランティアは01年，ボランティ
アグループ「ちよだニャンとなる
会」発足，14年に社団法人，18年
に財団法人移行。TNRとして活動
開始したが，現在はTNTA中心に。

区は，助成事業資金歳出（去勢・
不妊手術・預かり入院・医療処置
費用助成）や相談窓口を担う。
協力病院は，保護猫の入院・治療，
馴化・社会化，譲渡活動を実施。
活動主体のニャンとなる会は，預
かりボランティアや動物愛護普及
啓発活動（ちよだ猫まつり等），保
護猫カフェ運営を行なう。

盛岡市保健所…08年開所，盛岡市
神明町。「犬・ねこ保護センター」
は同市三ツ割，69年開所・県施設
を委託契約で借用。郊外の旧ごみ
処理場にある狂犬病法下設置の犬
抑留所で，冷暖房や猫用設備，手
術室は無し。保健所の一角やボラ
ンティアの下でも保護猫を管理。

市レベルで，動物愛護管理推進計
画や条例は整備されていない。岩
手県推進計画では，人と動物が共
生する社会（飼い主が命ある動物
を適正飼養，動物の存在が地域の
人々により受入れられ，生命尊重
や友愛の気風が行き渡っている社
会）実現を目的とする。

盛岡市地域ねこ事業として，地域
猫と認定された飼い主のいない猫
に対し，不妊手術費助成を実施。
充実した管理施設が無いため，成
猫を含めた預かりボランティアを
公募，動物愛護団体と協働で預か
りボランティア支援事業を実施。

　（注 ）記載事項は注記16）のインタビュー・Eメール内容と各機関・団体提供資料に加え，旭川市動物
愛護センター，2018，同市，2021b，2021c，アニドネ，2021，rescue child，2016，北海道新聞，
2013a，札幌市，2021b，2021c，北海道環境生活部環境局，2018，岩倉，2015，新潟市保健所動物愛
護センター，2013，いくとぴあ食花，2021a，2021b，一般財団法人ちよだニャンとなる会，2021b，
NPO法人もりねこ，2015等に基づき整理した。

　次に，以上６つの機関・団体，地域で行なわれている具体的な施設整備や事業・活動の内容に
ついて，各々の概要と成果，課題に分けて纏め，整理したものを提示しておきたい。紙幅が少な
いため，ここでは表形式で示すこととし，本文中での説明・論述は（２）の中で適宜行なう。

表２　各機関・団体等の事業・活動概要と成果，課題
施設の特徴，事業・取り組みの名称，内容等 事業・取り組み成果と課題（◎；成果，●；課題）

旭
川
市

旭川市動物愛護センター「あにまある」
　移転前，愛護管理上，アクセス・設備とも極め
て不十分な犬抑留所で保護猫が管理されていたが，
新設・愛護センターは行政と市民が参加した「動
物愛護センター（仮称）検討懇話会」で処分も担
うセンターを“人目に隠す”のでなく，「現実を市民
一人一人に理解させ，その上で殺処分頭数をいか
に減少させていくか真剣に考えてもらう」べく，
迷惑施設と位置付けず，中心部に配置。
・ ボランティア室の設置…愛護団体が譲渡会等の

活動をする際，部屋を貸し出すほか，一般市民
に対する普及啓発イベントを実施する際，消耗
品の支援や協力を行なう。

・ 犬・猫多頭飼養の届出制度設置…何度か収容頭
数を上回る勢いの引取りを経験，一般家庭で猫
犬（生後91日以上）計10頭以上飼う場合，提出
を「旭川市動物愛護条例」(2021)で義務付け。

・ 飼い主のいない猫の不妊措置事業…13年開始の
地域猫活動が上手くいかなかったため，17年か
ら行政主導TNR事業として開始。

・ 「旭川市動物愛護基金」設置…21年に「旭川市動
物愛護基金条例」整備，個人（主に「ふるさと
納税」制度活用）・法人から寄付金を募る。

◎ 移転前は年間で猫400 〜600匹，犬40 〜70頭が殺
処分されていたが，移転後約７カ月で猫17匹，
犬ゼロへと大幅減，20年度には猫もゼロ達成。

◎ 施設見学は，休日開館も含め常時行なっており，
触れ合い体験も可能。

● 見学時は決まったルートで必ずセンター担当者
が付き添うこと等の理由から，気軽さ・開放度
に欠け，来場者が譲渡希望者のみに限られる。

◎ センター内にボランティア専用活動拠点があり，
センターと協力団体，市民との繋がりに役立つ。
他に，センターに「NPO法人手と手の森」「あに
まある支援隊」という専属の愛護団体があり，
団体譲渡や普及啓発の面で支えられている。

◎ 不適正飼育の早期発見・多頭飼育崩壊を防ぐた
めの継続的見守り活動に役立つ。

● 届出数が少なく（21年11月末・10件），潜在的な
多頭飼育者がいることが考えられる。

◎ 地域住民の負担が減り，20年度末までに1,512匹
（雄709匹，雌803匹）へ手術を終える。

◎ 今後，寄付金をセンター活動に充当予定であり，
「あにまある」専用の，予算以外の財源確保可能
に。
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施設の特徴，事業・取り組みの名称，内容等 事業・取り組み成果と課題（◎；成果，●；課題）

札
幌
市

札幌市動物管理センター
八軒本所（1971 〜（85年庁舎改築））
福移支所（2007 〜）
　八軒本所（事務管理，相談対応）は市中心部に
立地，交通アクセスが良い。福移支所（動物の管
理；見学・譲渡・火葬）は郊外立地。

・ 「犬猫情報交換事業（犬・猫飼い主さがしノー
ト）」…09年開始の，犬猫を譲りたい市民が，そ
の写真や譲りたい理由を含めた情報をセンター
HPに掲載，自力で譲渡先を見つけるしくみ。

・ 「どようびのわんにゃん飼い主さがし」…12年開
始，土曜に臨時開庁し（4 〜11月の第2・第4土曜
10 〜12時）センターが開く譲渡会。

　登録ボランティア（個人・団体）も参加。
・ 広 域 譲 渡「 わ ん に ゃ ん 家 族 プ ロ ジ ェ ク ト 」
（2016），「人とペットの暮らし広場2017」（2017）
（環境省モデル事業）…複数の道立保健所が札幌
に集まり，譲渡会を道と合同開催。人口密度の
低さから，地元で譲渡が進まない主に遠方の小
都市や郡部保健所の保護犬猫を，大都市・札幌
に集め，譲渡促進を図る。

・ 保護ボランティア・市民団体登録制度…14年開
始の保護犬猫を再譲渡目的で引き取るボラン
ティア（個人・団体）登録制度。市民団体に対
しては更に「動物愛護管理の推進に関する市民
団体登録制度」17年導入，連携を強化・確立。

・ 札幌市動物愛護ボランティア…18年開始のボラ
ンティア制度で，啓発・教育・ケアの分野が。
既に市動物愛護推進員（11年開始）が配置され
ていたが，推進員は法律の範囲内で愛護推進活
動を自主的に行なう一方，愛護ボランティアは
市センターから依頼があった場合，分野毎の定
められた活動をする違いが存在。また，推進員
委嘱まで，センター職員と面接等の過程を経る
必要があるが，愛護ボランティアは申込むだけ
で，誰でも参加可（※一部，資格保有者に限る）。

● 動物管理拠点が郊外にあり，交通アクセス面で
譲渡阻害要因に。市民から，より動物愛護・市
民交流の場に相応しい「市動物愛護センター」
新設へ６万人署名，陳情が提出され，市議会で
採択。「殺処分機・火葬設備はイメージが暗く，
動物愛護を推進する施設からは除外すべき」と
の指摘も。

◎ 市民同士のやりとりで，センター負担軽減。ネグ
レクト防止や引取り拒否からの飼育放棄防止に。

● 手放すのに積極的でない多頭飼育崩壊予備軍的飼
育者には，効果的でない（多頭飼育問題解決に必
要な福祉分野との連携も十分と言えず，課題）。

◎ 平日に来られない市民へ，効果的に機能。保護
ボランティアも参加し，譲渡成立機会増大・交
流の場に。

◎ 大都市で大型イベントとして開催。来場者は，
16年500人，17年7,000人と多く，小都市・郡部保
健所から他地域への譲渡に成功。

● 保護犬猫の輸送や譲渡会開催コスト負担がかか
り（国支援なしでは困難），モデル事業終了後は
開催されていない。

◎ 21年現在，20 〜30人登録，市民との信頼・協力
体制構築。行政だけで管理・対応が難しい保護
犬猫も譲渡に繋げ，愛護団体との団体譲渡や多
頭飼育問題等での連携強化，計画的に事業推進。

● 保護ボランティアから新しい飼い主へ再譲渡す
る過程で，譲渡が進まない個体（高齢・病気や
障害を抱える猫犬）の累積が起こる。

◎ 愛護ボランティアの定員（啓発50名・教育30名・
ケア20名）は，ほぼ毎年埋まり，学生や主婦な
ど，様々な立場の多くの市民が気軽に参加。

新
潟
市

新潟市動物ふれあいセンター
　市動物愛護センターに隣接。愛護センターと連
携し，譲渡促進・動物とのふれあいによる愛護教
育を目的に，市の大型複合施設内に設置。保護猫
の保護・展示・ふれあい・譲渡活動以外にも，「学
びを体感・体験できる教育ファーム」として，ウ
サギやモルモット，アルパカ，ヒツジ等への餌や
りやふれあい，ポニー乗馬体験も提供。
・ 保護猫の譲渡会の実施（毎日）…センター年間

計画で定められた月2 〜4回程を毎回20組上限で
開催していたが，コロナ禍拡大後の21年度以降，
感染症対策のため，1日6組限定の完全予約制と
し，開館日は毎日開催する形態。

◎ 人気観光スポットとなった施設内にあることで，
ふれあいセンター年間入場者数は30万人超。

　 工夫された展示（来館者の目に必ず，保護犬猫
が入る）や体験プログラムにより，保護犬猫と
譲渡の取り組みを広く普及啓発。

◎ 開催回数を増やしたことに加え，少人数の完全
予約制への移行によって，参加者個々へ丁寧な
対応が可能になり，参加者の譲渡決定率が大幅
向上，コロナ禍以前の譲渡率水準（100％）に。
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施設の特徴，事業・取り組みの名称，内容等 事業・取り組み成果と課題（◎；成果，●；課題）
・ 子供への動物愛護教育（５歳児〜小学３年生）

ふれあい教室や譲渡説明会「『じょうと』って
なぁに？」…子猫を含む犬猫との正しいふれあ
い方や猫の適正飼育，譲渡の取組みまで学べる。

・ 多頭飼養届出書…猫犬（生後91日以上）合わせ
10匹以上飼育する場合，提出義務付け。

◎ 触れ合い体験に留まらず，幼児にも適正飼育や
保護犬猫譲渡の取り組みまで説明し，より詳し
い・正しい知識獲得に繋がる。ふれあいセン
ター専属のボランティアも中学生以上から公募
し，充実。

◎ 飼育者数把握に加え，飼育ノウハウ提供も目的
とし，市民から理解・提出してもらい易くして
いる。

長
野
県

長野県動物愛護センター「ハローアニマル」
　 県 公 衆 衛 生 獣 医 師 会「 動 物 行 政 将 来 構 想 」

（1991）で，①「保健所に連れていけば殺されてし
まう」という考え方の払拭，②嫌な仕事から住民
に喜ばれる仕事へ事業転換を図り，職員のモチ
ベーションを上げることが指針とされ，処分設備
を持たない愛護に特化した施設に。

・ 動物介在活動（＝高齢者や学校不適応児童生徒
にふれあいで，癒しや社会性獲得目指す）…活
動を担う犬は全て県内保健所から引き取られた
保護犬で，センターのドッグトレーナー（委託）
のトレーニングにより，適した個体へ指導。

・ 「ハローアニマルサポーター」…公募・登録ボラ
ンティア制度で，登録者100名・延べ年活動日数
700日程。主な活動内容は，センターで動物との
ふれあい補助，動物ふれあい訪問活動，動物ふ
れあい教室・出前教室，各種イベント補助。

・ 地域猫活動支援事業…02年から，県動物愛護会
が先導する「飼い主のいない猫対策（地域猫活
動）」の避妊去勢手術に，実施と運搬に係る経費
等を全額・県負担。

◎ 20年以上経った現在，保護動物の“殺処分を行なっ
ていない”からこそ，“譲渡やふれあいを行なって
いる場所”と認識され（年間約７万人来館），譲渡
促進に繋がり，県全体の殺処分減に貢献。

● 県北東部にあるセンター来場者は，主に周辺地
域と県外からが多く，出前講座等のイベント実
施先も地域的偏りが。県土の地形的制約や移動
距離があるため，他地域へのアプローチは物理
的に困難。

◎ 児童生徒の動物に対する考え方の変化（恐怖心
の消失等）や，センター独自の研究下で作成さ
れたプログラムに沿った，学校不適応児童生徒
の社会化などが見られる。

◎ サポーター研修会を開催，動物介在活動を始め
活動に関するノウハウ提供，ボランティア育成。

● 専属ボランティアと確立された協力体制がある
ため，県内200人弱委嘱されている動物愛護推進
員との連携は活発ではない。

◎ 全県的な地域猫活動地域拡大や，指定地域に飼
い主のいない猫の生息がなくなり，活動を停止
した地区が114地区に上る（22年現在）。

● 活動完了したエリアでも，周辺地域から猫が流入
したり，管理されるのを逆手にとり，猫を放棄す
る人も見られ，完全な活動停止に時間・手間が。

千
代
田
区

千 代田モデル…区と区が募集した普及員（ボラン
ティア）から派生した市民団体「ちよだニャン
となる会」と協力動物病院の３者連携で，飼い
主のいない猫へTNR・TNTA活動を施す。

千 代田区として，飼い主のいない猫の去勢・不妊
手術費助成事業…飼い主のいない猫への苦情が
多数寄せられていた00年開始。区内生息の飼い
主のいない猫対象。去勢手術17,000円，不妊手術
20,000円（妊娠中の場合25,000円）助成。

預 かり入院費用助成金事業…TNRからTNTAへの
転換に際し，15年開始。保護した猫を動物病院
で預かり，譲渡先が見つかるまでの入院費を，
15万円（半額は東京都の包括補助事業で，22年
度まで）上限に助成。

ま た，医療処置費用（病気・怪我の治療・予防）
の一部助成（上限10万円）も20年開始。

協 力病院は，保護猫の入院・治療，馴化・社会化，
譲渡活動を行なう。①預かりボランティアの猫
を格安で診る病院，②保護当初から病院で受入
れ，譲渡まで行なう病院に分かれる。

◎ TNR活動推進により，飼い主のいない猫頭数減
少。事業開始のきっかけだった猫の苦情も激減
し11年，全国初・市区町村単位で猫殺処分数ゼ
ロ達成。都市開発が進む中，TNTA活動も行な
い路上死体処理件数も活動当初の1 ／10以下に。

◎ ニャンとなる会による生息数調査（19年）で，
区内の飼い主のいない猫の75％が不妊去勢手術
済であることが判明，徹底されている。

● 他地域から流入は避けられず，都内全域的TNR
活動徹底が求められる（地域猫活動は近所付合
いが比較的希薄，かつ都市開発が進み，車両交
通量も多い都会に向いていないとの指摘もある
が，千代田以外の23区で，地域猫活動を中心に
飼い主のいない猫対策を進めている区も少なく
ない）。

◎ 現時点で，保護猫1匹につき最大25万円の助成が
され，動物病院での高度な治療実施が可能とな
り，飼い主のいない猫が減少し，殺処分ゼロへ。

● 助成金の持続的確保について，殺処分ゼロ継続に
よって，助成が必要ないと判断される可能性も。
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施設の特徴，事業・取り組みの名称，内容等 事業・取り組み成果と課題（◎；成果，●；課題）
「ち よだニャンとなる会」は，動物病院とも協力し

た保護猫預かりボランティア，愛護普及啓発活
動，譲渡型保護猫カフェ運営，ちよだ猫まつり
開催など，幅広い活動を展開。今後，「老猫ホー
ム・ホスピス併用の保護猫カフェ」開設予定。

● 保護猫預かり拠点となる猫カフェは，最大収容
頭数６匹で，治療や馴化も獣医師のいる動物病
院の協力は非常に効果的だが，助成額の低さか
ら，②のような全面協力的病院は少なく，不足
している。

盛
岡
市

・ 「盛岡市地域ねこ事業」…住民3人以上からなる
グループで管理される地域猫と認定された飼い
主のいない猫に対し，手術・ワクチン費の一部
助成（雌猫1匹あたり1万円，ワクチン接種費用1
匹当たり1,500円）。

・ 「保護猫預かりボランティア支援事業」（もりお
かニャンとも幸せプロジェクト）…市と「NPO
法人もりねこ」による協働事業で，預かりボラ
ンティアを公募，ケアしながら譲渡先を探す。
ボランティアへ市ともりねこから継続的に餌・
トイレ砂等を支給する他，医療費全額支給。ボ
ランティアの元で一定期間経過後，もりねこ運
営の保護猫カフェで飼育・譲渡活動を行なう。

◎ 不妊手術実施で，子猫流入が15年頃にかけ減少。
◎ 小規模に実施することで，住民同士の合意形成・

地域猫の管理が行ない易い。
● 餌やりを行なっている住民が，地域猫活動に理

解を示さない場合の，有効な対応方法が未確立。
● 予算が限られ全申請に対応不能，住民負担発生。
◎ ボランティアの元で手厚くケアされ，譲渡適性向

上，譲渡が進み愛護団体負担（＝団体譲渡）減。
◎ ボランティアが保護猫写真・コメントを提供。市

HP・譲渡情報ページに掲載，魅力が伝わり易い。
● 保護猫増で“預かりボランティアの手の空き待ち

状態”深刻化。ボランティアの入替り激しく，管
理が行き届かない可能性有，安易に増員出来ず。

● 限られた市の予算では，満足に支援できず，も
りねこの負担が大きくなっている。

（注）表中・記載事項の出処は，表１に同じ。

　実際，これら６地域・自治体では，11年に全国市区町村初の猫殺処分ゼロを達成，継続して
いる東京都千代田区を始め，札幌・盛岡・旭川市の順に20年度にかけゼロに至っている（表３
参照）。また，長野県や新潟市でも殺処分率が大幅に低下しており，全国平均値と比べ，施設も
有効活用した譲渡促進を主とする事業・活動が明確に成果を上げていると言える。以下，６地
域の愛護センター・団体等による事業・活動のどういった特徴が保護猫譲渡，殺処分ゼロ・低
減に繋がったか，それらの特筆すべき点を課題も含め幾つかの事項に整理し，考察していく17）。

17）なお，次項での記述は，主に表１の下に注記した出処からの情報に基づき，筆者両名で纏めたものである。

 

地域の愛護センター・団体等による事業・活動のどういった特徴が保護猫譲渡，殺処分ゼロ・

低減に繋がったか，それらの特筆すべき点を課題も含め幾つかの事項に整理し，考察していく

17）。 

  

 

（注）環境省の数値は「やむを得ない場合」（＝攻撃性があったり，FIV（猫エイズ）を始めとした感染症など

治癒の見込みのない病気に罹患した場合等，譲渡適性のない保護猫の殺処分）や「引取り後の死亡」も含

むため，自治体とズレがある。なお，表中の斜線部は，正確な数値が不明等を意味する。 
（出処）旭川市，2018，2021a，札幌市保健福祉局保健所動物管理センター，2018b：11，同，2021：12，長野県，

2021：14，一般財団法人ちよだニャンとなる会，2021a，環境省，2022a，盛岡市提供資料を基に筆者作成。 
表表３３  調調査査対対象象自自治治体体ににおおけけるる猫猫殺殺処処分分率率のの推推移移  

 
（2）効果的な取り組み内容と実施・活動形態面の特徴 
①愛護センターなど行政主体の譲渡事業，殺処分減少に向けた取り組み 
ⅰ）立地，設備など保護・譲渡施設整備面の工夫―センター機能をめぐる議論も含めて― 
 収容・譲渡施設は 1950 年制定・狂犬病予防法で義務付けられた犬抑留所から発展したため，

札幌，盛岡市（岩手県）など老朽化対応が要請されている地域も少なくない。旭川市も 2012
年の愛護センター開設まで，市街地遠方の山・中腹の抑留所で猫犬を管理していたが，アクセ

ス・建物設備両面で不十分な状況だったため，適正な収容管理・譲渡を推進すべく，00 年・中

核市移行を機に候補地調査を始め 30 カ所以上から選定，設置された。選定に大きく影響した

学識者や愛護団体，公募市民等から成る検討懇話会が纏めた提言では，「行政の目指すべき真の

動物愛護は，多くの犬や猫が殺処分されている現実を市民一人一人に理解させ」，「殺処分され

る犬や猫をいかに減少させていくかを真剣に考えてもらうこと」。「殺処分の部分を切り離して，

動物愛護や終生飼養の普及啓発を推進することはできない」とされ，殺処分機能を「『人目から

隠す』という発想はすべきではなく，迷惑施設として位置付けることは，不適当」，「利便性に

十分配慮し」た場所選定に努めるべきとされている（動物愛護センター（仮称）検討懇話会，

2009：5）。さらに設置条件として，動物愛護の普及啓発，触れ合い，ボランティア活動支援機

能も発揮出来，多くの市民が利用し易いことも挙げられ，これらを取り入れた結果，中心駅至

近の市庁舎の一角という好立地（官庁街に囲まれ，宅地からも一定距離）となり，移転 7 カ月

後に大幅な殺処分減，20 年度に初めて猫殺処分ゼロを達成し，中心部への立地で「見学・譲渡

希望者が利用しやすく，このことが収容動物の譲渡にも繋がっている」18）。施設見学も休日開

館を含め常時行ない，犬猫飼育体験室では見学者１人につき 10 分間の触れ合いも実施，見学

者目線に立った対応が成果となってきた（コロナ禍で休日開館休止，施設見学と譲渡は事前予

約制に）。 

表３　調査対象自治体における猫殺処分率の推移

（注） 環境省の数値は「やむを得ない場合」（＝攻撃性があったり，FIV（猫エイズ）を始めとした感染症
など治癒の見込みのない病気に罹患した場合等，譲渡適性のない保護猫の殺処分）や「引取り後の
死亡」も含むため，自治体とズレがある。なお，表中の斜線部は，正確な数値が不明等を意味する。

（出 処）旭川市，2018，2021a，札幌市保健福祉局保健所動物管理センター，2018b：11，同，2021：12，
長野県，2021：14，一般財団法人ちよだニャンとなる会，2021a，環境省，2022a，盛岡市提供資料を
基に筆者作成。
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 RI R2 

旭川市 ----- ---------
---............ 72% 20 0% 25 5% 14 6% 171% 03% 02% 0 4% 00% 

--------
95 8% 93 3% 458% 312% 28 9% 18 0% 23 5% 29% 45% 43% 00% 

札幌巾 ------- ----------- --------- --------
47 5% 40 9% 30% 0 0% 00% 00% 0 0% 00% 

89 3% 82 3% 78 8% 70 7% 58 0% 55 0% 20 5% 10 6% 86% 41% 7 0% 33% 

長野県
88 8% 79 3% 74 7% 691% 63 1% 52 0% 44 4% 28 1% 311% 37 0% 38 3% 25 2% 

90 0% 82 6% 79 5% 74 9% 66 8% 57 1% 36 5% 29 7% 29 8% 40 7% 40 9% 28 9% 

新潟市
--------- --------

--............. 

----- ----- --------- ------- -------- -------- --------- ----- ----------88 0% 86 6% 80 9% 884% 85 1% 811% 67 7% 60 8% 614% 53 5% 52 6% 20 0% 

千代田区

------- ------
00% 00% 0 0% 00% 00% 0 0% 00% 00% 0 0% 00% 

---------
93 4% -........... 

-------
67 0% 48 2% 59 3% 12 4% 00% 00% 0 0% 00% 

盛岡市
65 9% 93 4% 77 4% 84 2% 74 7% 52 3% 62 5% 140% 143% 76% 6 8% 49% 

全国 93 0% 916% 89 6% 86 3% 81.4% 74 5% 62 8% 56 1% 56 0% 54 5% 50 8% 44 0% 

E::::::: 二；；る数値



（２）効果的な取り組み内容と実施・活動形態面の特徴
①愛護センターなど行政主体の譲渡事業，殺処分減少に向けた取り組み
ⅰ）立地，設備など保護・譲渡施設整備面の工夫―センター機能をめぐる議論も含めて―
　収容・譲渡施設は1950年制定・狂犬病予防法で義務付けられた犬抑留所から発展したため，
札幌，盛岡市（岩手県）など老朽化対応が要請されている地域も少なくない。旭川市も2012年
の愛護センター開設まで，市街地遠方の山・中腹の抑留所で猫犬を管理していたが，アクセ
ス・建物設備両面で不十分な状況だったため，適正な収容管理・譲渡を推進すべく，00年・中
核市移行を機に候補地調査を始め30カ所以上から選定，設置された。選定に大きく影響した学
識者や愛護団体，公募市民等から成る検討懇話会が纏めた提言では，「行政の目指すべき真の
動物愛護は，多くの犬や猫が殺処分されている現実を市民一人一人に理解させ」，「殺処分され
る犬や猫をいかに減少させていくかを真剣に考えてもらうこと」。「殺処分の部分を切り離し
て，動物愛護や終生飼養の普及啓発を推進することはできない」とされ，殺処分機能を「『人
目から隠す』という発想はすべきではなく，迷惑施設として位置付けることは，不適当」，「利
便性に十分配慮し」た場所選定に努めるべきとされている（動物愛護センター（仮称）検討懇
話会，2009：５）。さらに設置条件として，動物愛護の普及啓発，触れ合い，ボランティア活
動支援機能も発揮出来，多くの市民が利用し易いことも挙げられ，これらを取り入れた結果，
中心駅至近の市庁舎の一角という好立地（官庁街に囲まれ，宅地からも一定距離）となり，移
転７カ月後に大幅な殺処分減，20年度に初めて猫殺処分ゼロを達成し，中心部への立地で「見
学・譲渡希望者が利用しやすく，このことが収容動物の譲渡にも繋がっている」18）。施設見学
も休日開館を含め常時行ない，犬猫飼育体験室では見学者１人につき10分間の触れ合いも実
施，見学者目線に立った対応が成果となってきた（コロナ禍で休日開館休止，施設見学と譲渡
は事前予約制に）。
　一方，長野県では73年の動物保護管理法制定後，犬の苦情処理に加え，新たに猫犬引取り業
務が増え，公務員獣医師の動物行政への意欲が上がらず，停滞が続いたため，91年に県公衆衛
生獣医師会で「動物行政将来構想」が検討された。その中で①「保健所に連れていけば殺され
てしまう」という住民の考え方の払拭，②住民に喜ばれる仕事へ転換を図り，職員のモチベー
ションを上げるという２点が共通認識となり（小林，2010：492），県愛護行政の方向性の指針
の１つになるとともに，当時の知事が愛護に熱心だったことから，県センター設置に至った

（動物愛護法に愛護センターの役割が明記される前の00年，愛護拠点として設立）。そのため，
通常のセンター業務を網羅しておらず，殺処分設備を持たない愛護に特化した施設である点が
最大の特徴で，殺処分を行なっていないからこそ，“譲渡や触れ合いを行なっている場所”と広
く認識され，譲渡促進に繋がっている19）。実際，センター開設後に同県譲渡率が上昇し，セン
ターが十分貢献していると考えられる。立地も小諸市郊外の眺望が優れた自然豊かな場所で，
年７万人規模の来訪者を誇ってきた（コロナ禍後は４万人へ減）。しかし，県全体から見ると
北東部・東信に位置し，来所者は元々，周辺の東信・北信（北部）と県外が多い。県央に位置
しておらず，県土が山脈で分断された地形的制約・移動距離を要する等のため，出前講座など
イベント実施先も地域的偏りがあり，県全域での均等な事業実施が課題となっている。もっと
も，譲渡希望者が南信（南部）・飯田市からセンターへ来所する場合もあり，県全体の認知度
は決して低くなく，県内地方TV局で特集番組が放送される等，ロケーションに加えメディア

18）旭川市動物愛護センター担当Bさんと筆者・昆野の間で取り交わされた21年11月20日のEメール内容。
19）2021年11月７日に小諸市内で行なった長野県動物愛護センター担当Cさんへのインタビュー。
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も有効活用している。この点，県センター未設置県の１つである岩手を始め，広大な面積を擁
する他県でセンター開設地点，事業実施方法・場所等を検討する上で，県内各地からのアクセ
スの均衡性やセンターと各保健所，収容・譲渡施設の連携強化等が十分考慮される必要もあ
る。なお，長野県センターは「ハローアニマル」，旭川市センターは「あにまある」という愛
称が付けられ，註10）に記したように，柔らかいイメージで親しみ易い印象を与え，他地域の
参考になろう。
　上記の岩手では，盛岡市が犬抑留所として62年に建てられた県施設を借用しているが，老朽
化が激しく猫用収容スペースも殆ど無く，別途，市保健所の一角で担当職員が一部保護猫を世
話している状況にある。また，岩手県内既存収容施設は譲渡・触れ合いなど愛護事業実施に適
しておらず，不妊去勢手術・負傷動物治療設備も無く，集約化が課題となってきた。そうした
中，県動物愛護推進協議会が17年に提言を纏め，同市・県の共同で愛護教育や普及啓発拠点と
なり，動物との触れ合い・体験が可能で，命の大切さや適正飼養等を指導する機能を併せ持つ
施設整備の必要性が示された（岩手県動物愛護推進協議会，2017：４- ５）。それを受け，市・
県共同で18年に県愛護センター基本構想を取り纏め，立地場所等の検討が進められている。
　また札幌市でも，愛護センター新設に向けた計画・整備段階にある。というのも，既存・動
物管理センターの事務機能は市中心部にある反面，収容・譲渡施設は交通アクセスで劣る郊外
に立地し，譲渡阻害要因となっているからである。多世代の市民が利用可能な「交流の場とな
り」，「動物の愛護や福祉を通じて子どもたちに『命の教育』ができる」（札幌市保健福祉局保
健所動物管理センター，2018a：54）愛護センター新設が求められ，15年に市民６万人署名・
陳情が提出され翌年，市議会全会一致で採択された。市動物愛護推進協議会でも，①機能集約
と利便性向上，②市民交流・愛護部門創設，③動物保護管理部門拡充に配慮した愛護センター
新設は必要だが，「殺処分機・火葬設備はイメージが暗く動物愛護を推進する施設からは除外
すべき」との答申が出され（同上：54），整備が進められているところである。
　以上のような旭川・札幌・長野・岩手４地域での整備済み愛護センターや今後の整備計画等
を比較した時，愛護・譲渡機能等と殺処分機能を両立させる考え方と，愛護・譲渡機能に特化
し，両者を切り離した方が望ましいとする考え方に大別される。確かに長野のように特化した
方が，譲渡促進には望ましいかもしれない。しかし，現行・動物愛護法では２機能の両立が期
待され，既存の殺処分機能を備えた施設を利用，改修等して，愛護・譲渡事業にも取り組む自
治体も少なくなく，長野での特化は同法改正前開設の特異な例と言え，全国に普及させるモデ
ルとするのは現実的ではないだろう。また最近は，保護数大幅減に伴い，従来実施されてきた
殺処分機（ガス室）で一度に大量処分を行なう必要性が低下した。麻酔注射による安楽死措置
が増え，新設愛護センターに殺処分機を整備するケースは殆ど見られず，殺処分の悲惨なイ
メージが以前より薄れてきている。そうした中，両機能を併せ持つセンターを整備することに
よって，動物との触れ合い，関係性や譲渡について学ぶだけでなく，やむを得ない場合も含め
未だ殺処分が行なわれていたり，少し前まで実施されていた現実を多くの市民が認識出来る場
となる。そして，殺処分となる尊い命を減らすためにも，譲渡や適正飼育，飼い主責任の貫
徹，後述する地域猫活動等が重要という意識を一層高めてもらうことに繋がるのではないか。
なお，殺処分機・火葬設備は既存施設を活用し，センターを別途整備する場合，殺処分機での
処分の実情を（以前の記録なども含め）来訪者に周知する展示室等の設置も望ましいだろ
う20）。

20）例えば，BSテレ東（2022）猫の日特番内で放送された神奈川県動物愛護センター図書室内の展示を参照。
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　ところで，各地のセンターでは，上述した点以外の立地面や施設構造等に関する工夫も見ら
れる。例えば新潟市内の保護猫譲渡と収容関連業務の大半を担っている同市動物ふれあいセン
ターは，保護犬を主に扱う市動物愛護センターと隣り合って立地し，相互連携の下，譲渡や各
種動物との触れ合いによる愛護教育を展開している。教育ファームとして，ウサギやアルパカ
等の餌やり・触れ合い，ポニー乗馬体験も提供するとともに，市「食と花の交流センター」

「食育・花育センター」など，食と花を主テーマとした多世代交流・体験型大規模複合施設内
に立地することで，ふれあいセンターは年30万人超の来訪者を獲得するまでに至っている（コ
ロナ禍後は23万人に減）。さらに，ふれあいセンターでは，施設構造にも譲渡促進の工夫が見
られる。正面入口を入ると最初に譲渡対象猫犬が展示され，主要通路に各個体の詳しい紹介や
譲渡方法等を説明したパネルが掲示してあり，他動物目当ての来訪者も必ず目に触れる形で，
こうした工夫と来訪者数の多さ等から，仔猫がほぼ100％，成猫も75 〜100％（新潟市，2021）
という高いセンターでの譲渡率に結実している。また前出の旭川市センターでは，２つの専属
愛護団体が収容猫犬の周知や団体譲渡に努めており，センター内にボランティア専用活動拠点
としてボランティア室が整備され，活動する際に部屋を貸し出し，協力団体・市民との連携に
役立っている。加えて，保護猫犬収容室を地下に設け，周辺への騒音等の被害が抑えられてい
ると推測出来る。このように各センターでは，立地や構造・（ⅱ）で述べる触れ合いスペース
も含めた）設備等のハード面の検討・工夫を凝らし，来訪者数増加，ひいては譲渡促進に繋げ
ている。

ⅱ）動物愛護思想など広範な市民への愛護教育，保護猫犬・譲渡に関する普及啓発の必要性
　動物に優しい，全ての命の尊厳を守り，生き物を大切にする動物愛護思想を醸成すべく，各
地のセンター等では愛護教育を展開している。とりわけ触れ合いを通じ人間と動物の正しい関
係を学ぶ機会を提供することで，相手を思いやる精神を育み，動物だけでなく人にも優しい社
会実現に努め，その際，主に猫犬との触れ合い方や適正飼育など関係のあり方の普及啓発が重
視されてきた。例えば札幌市センターでは，動物愛護パネル展や「人とペットの暮らしひろ
ば」など，市民への愛護普及啓発行事を開催するとともに（主に土曜休日），平日に保育・幼
稚園で愛護教育事業として，ぬいぐるみや紙芝居を使用，猫犬との触れ合い方を伝授する「ど
うぶつあいご教室」や，小中学校で命の大切さを教える「命の教室」を実施してきた。新潟市
センターも，５歳〜小学３年生対象に仔猫を含む猫犬との正しい触れ合い方や猫の適正飼育等
を学べる「ふれあい教室」を愛護教育として行なっている。また長野県センターでも，来場者
が保護動物と触れ合うだけでなく，「動物ふれあい訪問活動」や「ふれあい教室」・出前教室
等，センター外で各種イベントを実施している。加えて同センターでは，通常の愛護教育に留
まらず，高齢者や不登校，ひきこもり等を抱える子への動物介在活動も，独自の調査研究に基
づき推進している。全国的に珍しい先進的取り組みで，子ども達の動物に対する考え方の変化
や学校不適応児童生徒の社会化等，成果が確認されている。同活動を担う犬は全て，県内保健
所から引取られた保護犬で，攻撃性が強くない限り，センターのドッグトレーナーの献身的ト
レーニング（基本的しつけや人への警戒心を解く等）により，アニマルセラピーを担うまでに
なっている。
　後述するように，そうした保護猫犬の譲渡を各センターでは進めていくのだが，保護猫犬自
体やその譲渡必要性の普及啓発も幅広く行なっている――保護猫犬が来館者の目に必ず入る新
潟市センターでは，体験プログラムとして譲渡の取り組みを学べる説明会「『じょうと』って
なぁに？」を，子ども向け愛護教育の一環で実施――（愛護団体も同様の普及啓発を実施）。
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というのも，先述のように譲渡の取り組みの認知度が高くないためである。筆者が21年に実施
した盛岡近郊の一般市民が主対象のアンケート21）でも，保護猫自体について「どのようなも
のか知っている」との回答は80.8%，「譲渡の取り組み」も75.3%で，註21）に記したように比
較的動物や保護猫に関心の高いと思われる回答者が多数を占めたため，前出・ペットフード協
会の全国調査数値より保護猫と譲渡の取り組みに関する認知度自体は高かった。しかし，保護
猫の存在を知っていた回答者（「名前を聞いたことがある」16.7%を含め97.5%）に，保護猫に
関する情報・知識入手手段を尋ねたところ（複数回答），「名前を聞いたことがある」と答えた
割合は「テレビやラジオ」を入手手段に挙げた方が最も多く（26.9%）――譲渡の取り組みも，

「名前を聞いたことがある」は「テレビやラジオ」を情報・知識入手先とした方が１／３と最
多――，受動的で浅い理解に留まる市民も一定数いる。従来のマスコミの取り上げ方は表面的
なケースが少なくなかったことも，こうした認知状況の背景にあると考えられ，保護猫を取り
巻く実態の正しい情報の発信・普及が不可欠で，愛護センターなど行政機関や愛護団体による
市民への啓発も重要となる。実際，当アンケートで，現飼育・飼育予定者の猫入手方法と保護
猫という言葉から連想するイメージをクロス集計したところ，ペット店購入（予定）者と保護
猫譲渡を受けた人（予定含む）の間でイメージの乖離が大きかったのが「栄養や健康状態が良
くない」と「衛生的ではない」の２項目であった（昆野，2022：39）。しかしながら，行政や
愛護団体では譲渡前に健康診断等で猫の体調・持病等を把握し，譲渡希望者に伝えている所が
殆どである。また後述のように，盛岡市保健所の保護猫の多くは預かりボランティアの元で手
厚くケアされ，栄養・健康状態等が大きく改善し，譲渡適正が向上している。岩倉（2019：
174-175）でも指摘されているように，関連行政機関や愛護団体等の献身的な取り組み・活動
実態が広く知られておらず（行政による殺処分が多いイメージも残存），一層の周知・広報が
欠かせない22）。

ⅲ）譲渡対象猫に関する情報提供と希望者とのマッチング―譲渡先を探す側にも着目して―
　多くのセンター・保健所等では，譲渡対象猫と譲渡希望者のマッチングを図るべく，HP等
に対象個体の写真や特徴を掲載し，市民がネット上で情報を得易くしているものの，得てし
て，掲載内容は写真と大まかな情報に留まる。それに対し，盛岡市では「保護猫預かりボラン
ティア」（後述）から市保健所に，預かり中の保護猫の写真やコメント（身体的特徴や持病，
性格的特徴等）を提供してもらい，市HP内・保護猫譲渡情報ページに掲載し，保護猫の魅力
が閲覧した市民に伝わり易くなっている。加えて，手紙・電話等で各個体の注意事項や好物・
癖など詳細な情報が寄せられ，飼育希望者が現れた際の情報提供が可能な状況にあり，市民ボ
ランティアを介することで，対象猫と希望者のマッチング，譲渡成立環境が向上している。
　さらに，こうした譲渡希望者へのアプローチ・情報提供に加え札幌市センターでは09年，飼

21）盛岡市周辺・岩手県地域における市民の保護猫・譲渡の認知，飼育状況等を探るべく，昆野を中心に21年
９〜11月にかけ同市保健所，同市と近郊にある公営動物展示施設や愛護団体の事務局・運営猫カフェ，ペッ
ト店などの来訪者へ直接の質問紙配布・回収，それら関連サイト等でのウェブ回答呼びかけ・回答，及び同
市内大型商業施設来訪者に質問紙配布・回収等の形式でアンケートを実施，回収・有効サンプル数は708（質
問紙210，ウェブ498）であった。動物展示施設や愛護団体，ペット店関連の質問紙，ウェブ回答が９割を占
める。

22）21年秋の調査で，「保護猫」を認識していたのに譲渡を受けなかった人（41.1%）に理由を尋ねたところ，
「条件が厳しそう」（該当者の10.3%），「引き取り場所や方法がよくわからなかったから」（3.1%）が一定数あ
り，行政や愛護団体による譲渡場所・方法，譲渡条件緩和に向けた取り組み状況の周知等も求められよう。
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い猫犬を手放さざるを得なくなった飼育者等や猫犬を保護した市民に，「犬猫情報交換事業
（犬・猫飼い主さがしノート）」を始め（以前は実際のノート使用（開始時期は不明）），新しい
飼い主探しの場を提供している。猫犬を譲りたい市民が，写真や譲りたい理由（飼い主の体調
不良や引越し等）をセンター HP内・飼い主さがしノートページに掲載，譲渡先を見つけるシ
ステムで，当事業に基づく飼い主決定率は犬51.7%，猫39.0%（13 〜20年平均）と比較的高く

（札幌市保健福祉局保健所動物管理センター，2018b：21，2021：21），市民主体の情報掲載に
よる飼い主責任の全う，保護猫犬流入抑制に繋がっている。原則としてセンターは現飼育者と
譲渡希望者のやりとりに関与せず（利用市民間でトラブルは起きておらず，職員の負担軽減に
も寄与），少なくとも１カ月程，ノートに掲載しないと引取らないことがルール化され，譲渡
先を探す市民にも着目した仕組み――行政が引取り拒否し，現飼育者自身の社会的ネットワー
クを使った譲渡先確保が困難な場合の飼育放棄も回避可能――が機能している点は評価出来，
他地域でも参考になろう。但し多頭飼育崩壊の場合，突発的に生起する場合が多く，起こした
当人が自主的に飼い猫犬を手放すのをあまり望めないことから，当ノート活用も難しく，限界
はある。

ⅳ）行政・センター主催による譲渡会開催の工夫
　全国のセンター・自治体では必要に応じ譲渡会を開催しているが，平日は参加できない市民
を対象に札幌市センターでは12年以降，冬季を除き月２回，土曜日に実施し，譲渡成立数増に
繋がってきた（コロナ禍の現在は開催されていない）。一方，新潟市センターでは毎月２〜４
回・各回上限20組で開いてきたが，コロナ禍以降は感染防止を図るべく，１日６組迄の少人数
予約制で毎日開催（閉館日を除く）に変更している。開催日が増え少人数の予約制となったこ
とで，個々の参加者へ丁寧な応対が出来，センター収容頭数に対する譲渡決定率が大きく上昇
し，コロナ禍前の譲渡率水準（100％）に回復出来ている。なお，先述した旭川市センターの
施設見学もセンター担当者が同行する形のため，訪問者がスタッフから詳細な説明を受けた
り，相談し易い利点があろう。このように細やかな対応を行なうことで，来場者数減のカバー
が可能となっている（勿論，コロナ禍収束後も少人数単位の来訪者対応が望ましいが，職員数
の制約がある行政担当者のみでは難しく，後述の市民ボランティア育成・活用による対応が期
待されよう）。また，愛護団体等が主催する譲渡会も各地で行われてきたが，それに関しても
後述する。
　ところで，地方の小都市や郡部では人口密度が低いため，なかなか譲渡が成立し難いが，そ
れを解消すべく，札幌市センターが前出・16 〜17年に行なわれた「広域譲渡」モデル事業に
採択され，16年に同市含む９市町村合同の譲渡会，17年には同12自治体合同譲渡会等の大型イ
ベントを開催，多数の来場者を集め地方から大都市への譲渡に成功している。もっとも，地方
から札幌への猫犬輸送や会・イベント開催の経費負担が大きいため，国モデル事業終了後は財
政的支援がないと継続開催は難しく，広域譲渡会はその後，開かれていない。とはいうもの
の，岩手を始め一部都市に人口が集中し，広大な面積を有する県の場合，同様に小都市・郡部
で多頭飼育崩壊などにより，譲渡が停滞するケースは少なくない（例えば岩手日報，2021b）。
そのため，何らかの資金的手当を得た上で広域譲渡が行われることが望ましいのではなかろう
か。

ⅴ）多頭飼育届出制度導入状況とその利点
　19年時点で多頭飼育届出制度を設けている都道府県・政令市・中核市は23.2％あり（環境
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省，2020a：３），旭川市や新潟市・長野県でも導入されている。もっとも，届出数は多くない
ようで，崩壊する程の飼い主は届出ず，潜在的な崩壊予備軍が十分に拾えないとの懸念もある

（逆に多頭飼育に公的“お墨付き”を与えるような面も）。しかし，多頭飼育崩壊現場からの保護
猫が増加傾向の盛岡だけでなく，札幌でも猫飼育者からの引取りの半数以上が，そうした現場
からの猫が占める等，各地で影響が拡大している。多頭飼育崩壊で収容余力が限界状態のシェ
ルターも少なくない中，事前の発生抑制という観点からも，新潟市のように提出者からの飼育
ノウハウ提供も目指し，一層の制度導入や多頭飼育者把握に努める工夫が不可欠だろう。

ⅵ）事業経費・活動支援資金の確保・支給による殺処分数減，譲渡促進
　多くの自治体が財政難で苦しむ中，調査先自治体では一定額以上の予算を確保し，保護猫譲
渡・殺処分低減に係る事業・取り組み幅を拡げてきた。各地で問題化した野良猫対策として取
り組まれるようになった地域猫活動（②で詳述）を支援し繁殖を防ぐべく，不妊去勢手術費助
成制度を設けている自治体は多いが，典型が千代田区であろう。同区では野良猫被害が深刻
化，地域課題となった00年に区生息「飼い主のいない猫の去勢・不妊手術費用助成事業」が開
始され――雄1.7万，雌２（妊娠中だと2.5）万円を支給，区内外の動物病院で手術を施し，元
居た場所に戻す行政主導TNR活動（後述）として――，手術頭数は当初の100前後から00年代
半ば〜10年頃の200匹前後への増加を経て下降，10年代後半以降は50匹前後と減少した状態が
維持されている。区と連携する愛護団体による19年・区内の飼い主のいない猫生息数調査でも
75%が手術済と判明，手術実施が徹底され，多年に渡る助成事業継続効果で増加した手術済猫
により繁殖増が抑制出来ているのに加え，区内の猫が東京都動物愛護相談センターに殺処分さ
れるケースが11年以降は無くなり，全国市区町村で初めて実現した猫殺処分ゼロ継続という大
きな成果に繋がった。区民から区への連絡も，手術を行ないたい場合の相談は来るが，猫によ
る被害・トラブル等の苦情は相当減少したという。さらに同区では近年，大規模都市再開発に
伴う生息場所減少で，手術済猫が交通事故や工事現場で事故に遭う例が続発し，10年代半ばに
保護猫譲渡へ軸足を移した連携愛護団体からの要請を受け15年に，譲渡が決まるまで協力動物
病院で猫を一時的に預かってもらう，預かり入院費用助成事業も開始する。当初，上限４万円
から始まり，団体からの増額要請により17年に7.5万円へ増額，加えて本事業が20 〜22年まで

「地域における動物の相談支援体制整備事業」として，都補助金交付対象となったため，助成
内容が拡大し現在，上限15万円（半額は都から）まで増えている。別途，入院中に怪我・病気
があった場合の治療費一部助成（上限10万円）も20年，新たに区として始め，１匹当り最大25
万円まで助成可能と，非常に充実している。ただ，怪我・病気の治療や世話には同程度の額が
必要で23），他自治体では多くの場合，助成額が足りない分を愛護団体等，市民側が負担してお
り，資金不足で悩む市民側への一層の財政的支援強化が課題となっている。
　同様に盛岡市でも地域猫活動支援「地域ねこ事業」が，県内最大規模・愛護団体の協力によ
る10年から４年間のモデル実施を経た後の14年以降，継続実施され，飼い主のいない猫に餌や
りをしていた住民を中心に，３人以上のグループで地区内の猫を管理してもらい，雌猫１匹当
り１万円の不妊手術費と，譲渡に至る際のワクチン接種費1,500円まで，経費一部助成を行
なっている。20年にかけ市内84の町内会（全体の22%），100グループで活動が展開され（313
匹に不妊手術，その６倍の仔猫誕生が抑制出来たと推定；盛岡市，2021），飼い主のいない仔
猫保護数が10年代半ばに渡り減っていき，交通事故等で路上死し処理される数も減少傾向で，

23）21年11月20日に行なった一般財団法人ちよだニャンとなる会担当Dさんへのオンライン・インタビュー。
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人口が集積する盛岡地域の傾向が強く，小規模な活動が盛んに展開されることにより，地域猫
管理も行ない易い等の成果が表れている。もっとも，事業予算の制約から全ての申請に応える
ことは困難で，助成を受けず自主的に取り組んだり，住民間で費用負担し手術するケースもあ
る。また同市保健所では，市内の協力愛護団体との協働で17年から「保護猫預かりボランティ
ア支援事業」も開始しているが（②で後述），預かり中に医療費がかかった場合は，全額を市
助成金と当該団体からの補助で支給し，市民ボランティアの経済的負担軽減に繋がっている。
　一方，長野県でも02年から県動物愛護会が先導する「地域猫活動支援事業」（避妊去勢手術
と運搬に係る経費等の全額県負担）があり，活動地域が全県的に拡大し，活動指定地域で飼い
主のいない猫の生息が無くなり，活動停止したのが計114に上る（21年時点指定地域数357）成
果を上げている。このように，地域猫活動支援を中心とした自治体助成事業は殺処分減，譲渡
促進への下支えとなってきた。しかし，多くの自治体は千代田ほど高額の助成金予算確保は困
難だろうし24），千代田区も継続的な確保が課題という。上述した札幌の広域譲渡会開催も，国
補助による多額資金獲得が前提だった。愛護団体との連携，ボランティアの協力が不可欠な反
面，概して行政の支援は十分でなく，市民団体側負担の大きさから，愛護活動の持続性確保に
は更なる経費・資金獲得手段・ルートが必要になろう。その点，旭川市が21年秋に創設・募集
開始した同市・動物愛護基金は，依然少なくない保護猫犬数に対応すべく，ふるさと納税制度
を主に寄附を募り，「あにまある」の施設整備・譲渡促進，適正飼育の啓発に活用しようとす
るもので，独自の愛護事業予算確保に向けた自治体の新しい自助努力手法として評価出来る。

②行政－市民連携での譲渡活動―行政事業の市民による支援や地域猫活動にも注目して―
ⅰ）愛護センターでの市民ボランティアの協力による譲渡・愛護推進―保護猫ケアを中心に―
　行政が保護した猫，特に頻繁にケアが必要な生後間もない仔猫の世話や，保護猫は警戒心や
攻撃性が高く馴化に時間・手間を要するケースも多いため，献身的な市民ボランティアの協力
なしに，行政・愛護センター職員のマンパワーのみでは立ち行かない。そこで各地の愛護セン
ター等は，まず仔猫のケアや成猫も含む馴化の担い手としてボランティアに期待し（後述のよ
うに愛護団体でも同様），札幌市センターでは14年に保護猫犬を再譲渡目的で引取る（一時預
かりの）保護ボランティア登録制度（21年11月時点で個人・団体含め20 〜30人程が登録）を
設ける25）とともに，17年には愛護団体に対し独自の「動物愛護管理の推進に関する市民団体
登録制度」を導入（22年１月で６団体登録），後述する団体譲渡や多頭飼育問題等に関する愛
護団体との連携強化・計画的事業推進を図っている（札幌市，2021a）。保護ボランティア既登
録団体もあり，両制度の明確な境は存在しないようだが，同市の保護猫譲渡の４割を保護ボラ
ンティア・登録団体経由の譲渡（団体譲渡）が占め，センターの殺処分減・譲渡数増に大きく
寄与している。こうした連携を支えているのが，センター職員とボランティアの情報共有で，
センター側は収容頭数の情報公開は勿論，哺乳が必要な仔猫や多頭飼育崩壊現場から猫犬が多
数収容された際，登録団体と直ぐ連絡をとっている。同団体担当者が定期的にセンターを訪

24）盛岡市も位置する岩手では県の助成はなく，県獣医師会が実施する制度を紹介している。但し，21年の同
会助成事業は，雌の飼育猫犬・地域猫への不妊手術助成で，７〜９月の応募期間に５千円を抽選150頭支給す
る内容と（一般社団法人岩手県獣医師会，2021），頭数が少なく，県独自のより積極的な施策が期待される。

25）譲渡先が決まるまで自宅等で飼育する「一時預かりボランティア」は，哺乳など手の掛かる仔猫・仔犬を
扱う場合が多いため「ミルクボランティア」とも呼ばれる。基本的に預かり期間を定め，期限超過でセン
ター・愛護団体等に返還するが，札幌では譲渡先決定まで飼育されることが多く，後述のように課題とされ
ている。
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問，収容猫犬の様子を確認したり，動物取扱業登録団体も多く，団体－センター間で相互理解
し合い「不幸な動物を１匹でも減らしたい」との目標が共有され，「同じ方向を向くことが出
来ている」26）。強固な連携によって，保護ボランティア制度導入前と比べ，センター収容猫犬
が１／３に減少，収容状況が逼迫するケースも少なくなり，明確な成果が表れている。加えて
上述・土曜譲渡会に保護ボランティアも参加し，譲渡希望者との交流・情報交換や譲渡成立に
繋がってきた。もっとも，高齢や怪我・病気を抱える個体の譲渡が進まず，そうした個体の累
積がボランティアの下で起きたり，個人で活動するボランティアが飼養能力を超えた引取りを
センターから行ない，多頭飼育問題に至りかねない場合もある等，保護猫犬の譲渡停滞が問題
点に浮上してもいる。そのため，保護ボランティア制度見直しが検討される予定だが，譲渡適
正の低い個体への対応は以前から各地の行政，民間による保護猫譲渡活動の大きな課題でも
あった（後述）。
　また，保護ボランティア以外に同市センターには，18年開始・動物愛護ボランティア制度も
あり，その内のケアボランティア（21年11月時点19人，定員は20人程）は，センター保護猫犬
のケア，治療・不妊手術補助等を行なうため，第一種動物取扱（保管）業の動物取扱責任者要
件を満たす資格か学歴が必要で，専門的知見・ノウハウを有する市民が活動を担っている。
　さらに，各地のセンターでは保護猫のケア，預かり飼育だけでなく，先述したセンター内外
での市民への愛護教育や触れ合い活動，普及啓発等の担い手，サポート要員としても，職員の
人手不足をカバーすべく市民ボランティアを活用し，センター業務が円滑に機能している。現
に札幌では，上記・愛護ボランティア制度の中に別途，啓発――市センターの愛護普及啓発行
事に参加，設営・撤去や来客対応補助と展示・掲示物，配布資料作成等（同月時点48人，定員
50人程）――と教育――保育・幼稚園や小中学校での愛護教室に参加，現場補助や資料作成

（同時点33，定員30人程）――の２種類のボランティアも設けられ，主婦や学生を始め多様な
立場の市民が気軽に加わり，希望する活動を行なっている。また，同様の公募ボランティア制
度「ハローアニマルサポーター」が長野県センターにも導入され，センター来場者の動物との
触れ合い補助や，動物触れ合い訪問活動を始めセンター外での愛護・普及啓発イベント補助が
主な活動で，飼い犬も「サポーター犬」（同センター実施のサポートドッグ適正評価を受けた
犬）に登録することにより，飼い犬同伴の動物介在活動参加が可能となっている。長野県セン
ターではサポーター研修会を開催し，動物介在活動を始め活動ノウハウを提供，ボランティア
育成に注力しており，登録した市民の協力が動物介在活動を支えてきた。このように，市民と
の信頼・協力体制構築によって，センター内外での動物愛護普及啓発の充実や行政だけでは管
理・対応が難しい保護猫譲渡に繋げている。但し，長野のサポーター制度はコロナ禍前の登録
100人，延べ年活動日数700日程から，感染拡大後は同84人，56日に落ち込む等27），やはり多数
の市民との対面接触を伴うボランティア活動への影響は大きく，先行きが懸念される（後述）。

ⅱ）地域の実情に合わせた地域猫活動による収容頭数低減，近隣トラブル対策
　前述した地域猫活動の大きな目的は，住民と飼い主がいない猫との共生で，「猫」だけの問
題とせず「地域の環境問題」と捉え，地域住民・ボランティア（経験のある愛護団体・個人
等）と行政が「地域の問題を地域で解決するため」に協働して行うことが重要である（環境
省，2013：50）。また，地域猫活動の基本となる考え方に「TNR活動」があり，飼い主のいな

26）2021年11月10日に札幌市内で行なった同市動物管理センター担当Eさんへのインタビュー。
27）長野県，2021，及び同県動物愛護センター提供資料など。
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い猫の繁殖を抑え，自然淘汰で数を減らしていくことを目的に，捕獲（Trap）して不妊去勢
手術（Neuter）を施し，元のテリトリーに戻す（Return）活動のことで（環境省，2011b：
19），近年では動物福祉の観点から，愛護団体を中心にReturnせず馴化し，新しい飼い主へ譲
渡する取り組みである「TNTA活動」――捕獲（Trap），不妊去勢手術（Neuter）を施して人
に慣らし（Tame）譲渡（Adopt）（岩手県，2022：14）――も広まりつつある。これらの取り
組み方は，地理的特性や協力住民・生息する猫の規模等によって，行政は飼育管理者把握に留
まり，猫の管理を完全に地域住民らに任せる形や，活動主体の住民へ行政が不妊去勢手術費助
成まで行なう形（前述），飼育管理まで住民に求めず，センターに整備された手術室を活用し
たり，動物病院に協力を仰ぐ等して，行政主導のTNR活動を推進する形など多様化し，成果
や課題が各自治体で個別事例的に生じている。主に管理まで含めた地域猫活動を進める長野県
や盛岡市では，保護猫収容数・殺処分数減に一定の成果（前述ⅵ）参照）を上げているが，資
金・助成不足に加え，周辺地域から未手術個体が流入したり，管理されることを逆手にとった
飼い猫の放棄発生など，活動終了までに時間・手間がかかることや，本来は活動の中心となる
べき餌やりをしている住民が協力態勢を示さない限り，活動の開始さえ難しいこと等が課題と
なっている。また旭川市では，先に地域猫活動として飼い主のいない猫対策を実施し，飼育管
理者の家から20 〜30m圏の近隣住民全員の活動への合意が原則となっていたが，住民負担の
大きさから上手くいかず，途中で（市センターの設備を活用した）行政主導TNR活動に切り
替えることで，住民負担が減り（北海道新聞，2013b），20年度末までに1,512匹（雄709匹，雌
803匹）へ不妊去勢手術が完了している。千代田区でも，愛護団体「一般財団法人ちよだニャ
ンとなる会」（以下，「ニャンとなる会」と略）・協力動物病院と連携した行政主導のTNR活動，
そしてTNTA活動により，一定程度以上の成果（前述ⅵ）参照）が上がっているが――区と
ニャンとなる会，動物病院の３者間連携によるTNR・TNTA活動は「千代田モデル」と呼ば
れ，区内猫殺処分ゼロ継続の中核に位置――，このような行政主導TNR活動でも，ⅵ）で指
摘した資金不足による継続性の懸念は拭えず，また固定的な飼育管理者不在のため他地域から
流入してきた未手術個体発見が遅れる点なども，課題に挙げられる。なお千代田区では，ニャ
ンとなる会の定期的な生息数調査実施により，地域内の猫の徹底した把握・管理が行き届いて
いると言えよう。
　以上のような地域猫活動は，住宅密集地でのふん尿害や畑荒し等に起因する近隣トラブル対
策として推進されてきた取り組みであり（環境省，2011b：16），また，複数人の飼育管理者を
必要とすることからも，ある程度人口密度が高い場所に適している。盛岡市では郊外（都南，
玉山地域）よりも住宅地の多い地域（盛岡地域），長野県では中核市・松本市を中心に，それ
ぞれ活動が活発である。しかし，東京・千代田区のような過剰な人口密集地では，近所付き合
いが希薄化していることも少なくないため馴染まず，TNR活動についても，近年盛んな都市再
開発等からReturn後の事故死も絶えないため，動物福祉の観点からTNTA活動の必要性が高
まっている。こうした地域猫・TNR活動は，飼い主のいない猫対策の主なものとして各地で行
われているが，地域の実情に合わせた対応や，地域猫の長期的な管理主体となる市民への継続
的な不妊去勢手術費助成，高齢化などで構成員が欠落した場合の支援が，行政・愛護団体には
求められる。また，活動開始にあたっての餌やりをしている市民や近隣住民からのコンセンサ
ス獲得には，行政だけでなく，より市民に身近なボランティア（動物愛護推進員や愛護団体
等）が，それぞれの立場や特徴の違いを上手く活かしてアプローチすることが大切であり，

「それぞれの地域でそれぞれの地域猫のスタイル」（環境省，2013：51）の確立が重要となろう。
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ⅲ）愛護団体の活動実態と行政との協働―TNTA活動・預かりボランティアを中心に―
　これまで強調してきたように，団体譲渡を始めとした動物愛護管理行政推進には，愛護団体
の協力が欠かせない。愛護団体の一般的な活動は，団体譲渡やミルクボランティアを始めとし
た行政への協力の他，自力で生きていけない離乳前の仔猫や負傷個体（老齢・罹患個体を含
む；後述）を中心とする飼い主のいない猫犬，多頭飼育崩壊現場の猫犬のレスキュー，飼い主
からの引取りにより保護した猫を治療・馴化し，新しい飼い主へ繋ぐ譲渡活動に加え，地域
猫・TNR・TNTA活動の実施，イベント開催での普及啓発等があり，行政同様の活動内容

（一部に特化した団体も少なくない）となっている。しかし，多くの保護猫犬を飼育，治療す
るための費用負担は大きく，会費・寄付金で賄いきれない部分はメンバーの資金を当てる等，
赤字状態で活動する団体も多く，グッズ販売やフリーマーケット開催等で経費を確保する工夫
も見られる（朝日新聞，2022a）。また前述したように，05年・改正動物愛護管理法にて，自治
体が実施する猫犬引取り業務を愛護団体に委託（団体譲渡）出来るようになり，十分な管理施
設を持たない自治体から皺寄せの形で大量の譲渡を受けた結果，経営資源不足から譲渡が滞
り，劣悪な環境で飼育するケースも報告されている（日本経済新聞電子版，2019）。こうした
状況は，活動自粛・縮小が余儀なくされたコロナ禍で悪化し，一層の資金不足や譲渡停滞が深
刻化している。
　しかし，愛護団体の活躍は行政の殺処分数減，譲渡促進に大きく貢献していることも事実
で，実際に自治体・センター等と協働体制を築き，殺処分ゼロ・大幅減に貢献する団体も少な
くない。千代田区では，「飼い主のいない猫の去勢・不妊手術費用助成事業」としてTNR活動
を開始した際，地域の猫を判別して捕獲，動物病院へ連れて行き，手術後に引取り，元の場所
に戻す「人手」が必要になったため，普及員（ボランティア）制度を創設し，区民対象に区と
連携し活動する人員を募った。この普及員制度をきっかけに，個人で活動していたボランティ
アらが横の繋がりを強め，01年秋にボランティアグループのニャンとなる会が発足，14年に社
団法人（この頃，TNTA活動が主に），18年に財団法人へ移行した同会は「千代田モデル」の
中心となり，全国市区町村初の猫殺処分ゼロ達成・継続に不可欠な存在となっている。さらに
同会は，預かりボランティアや例年１〜２万人弱の来場者を誇る「ちよだ猫まつり」28）開催に
よる普及啓発，本モデルの広報や保護猫カフェ運営等を行ない，活動を拡大している。また

「千代田モデル」では，区と同会の他，23の協力動物病院（21年12月）が飼い主のいない猫を
受入れ，臨床経験豊富な獣医師による高度な治療で活動を支える。但し，預かり入院まで理解
のある病院は多くなく，TNTA活動が重要になってきた近年，預かり先確保が課題とされて
いる。
　また盛岡市でも，岩手県内に愛護センターがないことから，成猫を含む保護猫の預かり先確
保のため，17年より「保護猫預かりボランティア支援事業」が実施されている。以前から団体
譲渡等で市と協力関係にあったNPO法人もりねこ（以下，もりねこと略）と相談し始まった
協働事業で，もりねこは市と共に個人預かりボランティアへ，餌・トイレ砂等の支給や医療費
全額負担といった支援の他，ボランティアから相談を受けたり，専門的ノウハウを活かし助言
するソフト面の支援も積極的に行なう。さらに本事業では，預かりボランティアが万一，飼育

28）ニャンとなる会と千代田区が共同開催するチャリティ・イベント（ニャンダフルマーケット（猫グッズ販
売），ちよだ猫まつり基金，猫フォトまつり等）で，収益は，飼い主のいない猫の医療費などに活用されてい
る。21年はオンライン開催され，獣医師等による講演会を配信した（sippo，2018，VISIT CHIYODA，
2021）。
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継続が厳しくなった場合，もりねこが引取り，運営する保護猫カフェ（兼シェルター）で引き
続き飼育するため，ボランティアの経済的負担や心理的不安を無くし，気軽な活動参加が可能
となっている。もりねこは，保護猫カフェ運営を活動の柱とし，猫カフェ運営収入による活動
資金確保や，市民が訪れ易いレジャー施設・普及啓発場所としても猫カフェが機能しており，
愛護センター未設置の岩手県・盛岡市では，その代替機能も備えている。さらに，仔猫や健康
な猫に比べ譲渡が進まない老猫や，本来なら譲渡不適のやむを得ない場合に殺処分される感染
症やハンディを抱える猫を「スペシャリティーキャット」と名付け，終生預かりボランティア
制度導入や，専用スペースでの啓発・譲渡に取り組んでいる。また21年には，看取りまで想定
した終生飼養施設「老ねこホーム しっぽのお家（うち）」を設け，保護猫は勿論，本施設を活
用した飼い主のいる猫の引取りも，団体初の試みとして開始した。千代田のニャンとなる会で
も新たに「老猫ホーム・ホスピス併用の保護猫カフェ」を開設予定で，地域猫・TNR活動に
よる飼い主のいない猫の高齢化や，飼育者側の高齢化に伴う万一の場合（突然の入院や死亡）
に対応した施設の必要性が（安全信託29）等の制度も含め）高まっている。但し，施設運営コ
ストは課題で，上述した資金確保の取り組みに加え，近年，市民団体の活動資金調達・PR手
段として注目されるクラウドファンディングを活用した寄付募集等も積極的に行なうべきだろ
う。実際，もりねことニャンとなる会の老猫施設開設費用は，何れもクラウドファンディング
で募っており，短期間での目標額を超える寄付金獲得を可能にしていた30）（他にSNS活用も有
効だろう）。
　このように，愛護団体は行政より柔軟な活動が可能で，行政と市民団体が連携を強めること
により，行政側の愛護事業・殺処分減の取り組みの幅拡大に繋がるだろう。こうした連携体制
充実には，人的・財政的資源が不足しがちな愛護団体への支援が求められることは確かである。

　本節で考察してきたように先進地域では，まず行政主導で①立地・構造に市民目線の工夫を
凝らした愛護センター整備，②幅広い愛護教育を含む保護猫・譲渡の普及啓発，③譲渡先の探
し手－対象猫－譲渡希望者を繋ぐシステム構築（多様な形の譲渡会開催を含む），④事業経費・
市民活動支援資金となる一定額以上の予算確保・支給等により，殺処分数減少，譲渡促進に向
けた取り組みが行なわれてきた。さらに，行政の人手・資金不足をカバーすべく，⑤愛護セン
ターの行事や保護猫ケアのための個人・団体ボランティア活用，⑥地域猫活動を始めとした愛
護団体・市民主体の活動展開，及びそれを支援する行政との協働により，譲渡や飼い主のいな
い猫対策の一層の推進に繋がり，大幅な殺処分数減少やゼロに結びついてきたと言えよう。

４．一層の保護猫譲渡普及，殺処分減少に向けて
―普及啓発の強化と多主体連携を中心に―

　保護猫譲渡・殺処分数低減が進んでいない地域では，先進的な施設整備や事業・活動が展開
されてきた地域の実践例，成功要因も参考に，取り組んでいくことが求められるが，全国的に

29）飼育者が猫犬より先に死亡してしまった時のため, 誰に託すか，残した財産を猫犬に対しどう使うか決めて
おく仕組みで（環境省, 2019b：７），近年，民間の信託会社を始め，愛護団体も信託先を担っている。

30）もりねこは２カ月弱で約700万円（当初の目標金額は450万），ニャンとなる会は２カ月弱で約1,460万円
（当初目標は700万）の寄付金収集に成功している（READYFOR，2021a，2021b）。
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更なる譲渡促進，殺処分数／率減少や殺処分ゼロ実現地域での継続には，未だ課題も少なくな
い。そこで最後に，一層の譲渡普及・殺処分減に向け，いくつか論点を示し，提言しておく。

（１）猫を取り巻く状況の普及啓発―その強化方法・手段をめぐって―
　論じてきたように，新規ペット入手先としてのシェルターからの譲渡や適正な飼育方法が猫
飼育者にも十分知られておらず，“保健所など行政が野良猫を引き取ってくれる”という意識が
地方ほど残存している（岩手日報，2022b）。また，ガス室での殺処分イメージを抱く人も少
なくない等，全国的には市民の猫をめぐる実情（その生態も含む）の認識は不十分と言える。
一方，ペット大国・仏ではペットが年10万匹捨てられ，衝動買いや背景にあるペットビジネス
を規制すべく21年11月，飼い主責任の誓約書類提出義務付けや購入まで１週間期間を設けるこ
と，及び24年以降はペット店で猫犬販売を禁止し，ブリーダーからの購入，愛護団体の譲渡等
に限定する動物愛護法が成立している（朝日新聞，2021c）。勿論，仏の規制強化は理想的で，
中長期的に日本も同様な形が求められるが，我が国の現状では一足飛びの規制は現実的でな
く，現段階では適正飼育や譲渡など，猫との関係のあり方の周知・徹底が肝要だろう。そのよ
うな飼い主責任や譲渡，殺処分の現状を広く知ってもらう上で，まず大きな影響力を有するマ
スメディアを用いた情報発信が挙げられる。長野県センターのように，地方メディア（TV局
等）と連携した番組を制作・放送したり，記事に掲載してもらい，地域へ普及啓発を図るのが
効果的だろう。さらに国内全域への普及啓発には，全国ネットのTV放送が有効なものの，旧
来は得てして猫の愛らしい，ユーモラスな映像や猫関連コンテンツが取り上げられることが多
く，殺処分や保護猫の厳しい現実が深く扱われることは少なかった。そうした中，22年・猫の
日前後には，BSテレ東での保護猫譲渡の実態に迫った番組の放送や，NHKと日本テレビで制
作された異例の共同プロジェクト番組でも，譲渡の詳細例が取り上げられた（朝日新聞，
2022b，2022c，BSテレ東，2022）。こうした企画が増えることで，人々の認識も向上していく
のではないか。
　次に，長野を始め複数のセンターで行なわれている出前講座や施設見学・体験学習受け入れ
等，教育機関が主対象の愛護教育，適正飼育啓発プログラムの全国のセンターでの実施（受け
入れは愛護団体も）が望まれる。教育機関でも，動物との触れ合いによる癒し効果や他者を思
いやる心の育成の点から動物介在教育を広く導入し，適正飼育普及に繋がることが期待されよ
う。
　さらに各地のセンター・愛護団体では，コロナ禍で閉館・活動縮小を迫られ，来訪者の減
少・制限や譲渡会開催が難しくなり，普及啓発の停滞や譲渡対象猫の滞留に苦しんできた。こ
の点，コロナ禍後にビジネス場面や教育現場等で導入が進むITの有効活用が求められる。現
にオンライン譲渡会を開催したり，施設や保護猫，活動内容が分かり易い紹介用動画を配信す
るセンター・団体もあり，市民が気軽にアクセス可能な環境を整備している。但し，IT活用
にはコンテンツ制作ノウハウや配信機器等が必要で，マンパワー・資金も欠かせず，早急な導
入が困難な機関・団体も少なくないだろうが，時代の趨勢としてIT化は避け得ないと考えら
れる。

（２）活動資源の調達・確保の必要性―企業による愛護活動支援・譲渡促進―
　保護猫を取り巻く状況の周知を図る上でも，（人手や活動に不可欠な物資購入も）資金が必
要で，コロナ禍でもあり尚更，資金難に苦しむ愛護団体が多い。もっとも，行政の支援には限
界があり，ITを活かし，もりねこやニャンとなる会のようにクラウドファンディングを利用
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したり，独自の猫グッズ作成・販売で収益を上げ，資金確保に努めるケースも増えている。し
かし，自助努力のみで十分な資金を調達出来ない場合もあり，新たな手段での資金獲得が急が
れよう。
　そうした方法として，従来型の寄付と異なる＜企業－愛護団体＞連携による活動資金確保が
挙げられる。愛知県のリユース会社が無償提供された不用品販売益全額を愛護団体へ寄付する
新事業を22年１月に開始，事業として行なう珍しい活動支援で注目されている。全国的に，愛
護団体による保護猫不妊去勢手術費や独自の譲渡会開催費へ行政助成が殆どない中，資金難の
団体を支援すべく導入されたシステムで，家庭の不用品から愛護団体に寄付が届く仕組みを通
じ，不用品を提供した市民の譲渡活動への関心を高める効果が期待出来る（東京新聞，2022）。
　また，愛護団体の活動支援資金拠出と異なるケースだが，企業自身による譲渡活動例とし
て，佐賀県のガソリンスタンド等運営企業が21年２月，猫カフェと新車リース店の融合施設を
新設，CSRの一環で譲渡を開始した。順調に譲渡希望者も見つかり，猫カフェ目的来訪者が新
車リースを申込む場合もあるなど相乗効果が現れている。逆に，新車リース目的の市民が保護
猫を認識出来る場としても注目されよう（梶野，2021）。一方，国レベルではアマゾンと環境
省が連携し21年，愛護センター等の保護猫犬譲渡支援サイトを開設している。同社は19年から
動物支援プログラムを始め全国の愛護団体を紹介，市民から物資を募り支援する取り組みを行
なっており，新たな支援対象が加わった形である31）。このように企業が事業と関連し，独自の
視点で愛護団体を資金面で支援したり譲渡活動に乗り出す等，譲渡促進に貢献できる面もあ
り，他企業も愛護団体との連携など工夫した取り組みを展開することで，市民への保護猫をめ
ぐる啓発が進むのではないか。愛護センター・保健所－市民－愛護団体の３者（動物病院を含
む４者）に企業，さらにマスメディア等を加えた多主体連携による譲渡促進・殺処分減が望ま
しい。

（３）社会福祉分野関連の多主体連携―多頭飼育問題対応と障害者の社会参加に向けて―
　３節で述べた通り，各地で発覚する多頭飼育問題対応に愛護センター・団体が追われてい
る。問題を引き起こす飼育者には，経済的困窮や社会的孤立，認知症・精神障害を抱えている
場合が目立ち，動物だけでなく近隣住民の生活環境にも影響があるため，行政福祉部局が対応
していることも多い。札幌市センターでは，福祉部局との情報共有の場がないことや事後連絡
のケース――当人が入院し初めて，「何十頭もの犬猫が残されているから，どうにかしてほし
い」等の連絡が入る――など，連携不足が指摘されている32）。背景には行政側の支援リソー
ス，部局間・他機関との認識共有不足や連携体制未構築等の要因も挙げられ，課題が複雑に絡
み合っているため，動物愛護と社会福祉分野の行政職員・専門家の連携に加え，公衆衛生，警
察も含む多分野の関係者間の連携した対応が求められる。こうした状況を受け，環境省は「多
頭飼育対策ガイドライン」を作成し，自治体の動物愛護部局・愛護センターと社会・保健福祉
部局に加え，保健所や福祉事務所，自立相談支援機関，動物病院，動物愛護推進員，社会福祉
士，民生委員など広範な主体間の連携・情報共有の重要性が強調されている（環境省，2021）。
各自治体でも，福祉など他分野と動物愛護分野の連携を模索する動きが見られ，そうした連携
に基づく対応を積み重ね，飼育崩壊事前防止を図っていくことが求められていよう。とりわけ

31）各地のシェルターの検索や支援物資を届けるとともに，飼育の悩み事相談に専属獣医師が応じることが出
来る仕組みとなっている（アマゾンジャパン，2021）。

32）2021年11月10日に行なったEさんへのインタビュー。
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地域猫活動を活用した飼育者の孤立防止や，行政より柔軟・身軽に動け，地域に根付く愛護団
体や動物愛護推進員ら市民との多頭飼育問題発生を想定した事前の協力体制作り等が有効では
ないか。
　福祉関連では他方，障害者がグループホームで保護猫と一緒に暮らし，猫の癒し効果により
ストレスが軽減され，会話や運動機会増加も期待出来，障害者の居場所作りや猫殺処分減と
いった問題解決に繋がることが注目されている。さらに，保護猫カフェで障害者が猫の世話な
どに従事し雇用の場となり，地域と繋がりが生まれるケースも散見されている（岩手日報，
2021d）。また高齢者は従来，条件が厳しい譲渡対象者になれなかったが，成猫預かりボラン
ティアを年齢制限なく募る団体も現れ（同，2021c），高齢者も猫を預かり生きがいにすること
が出来る。
　これまで安易な飼育放棄や多頭飼育崩壊が繰り返され，猫の命が軽んじられてきたが，動物
虐待は人間，特に社会的弱者への暴力に繋がり易いとも言われる。そうした中，保護猫と障害
者・高齢者が共生することで，動物愛護や社会福祉をめぐる地域課題解決に繋がっていく可能
性が示されている。折しも30年までの国際開発目標・SDGsでは，「誰ひとり取り残さない」こ
とが目指されているが，それは人間に限らず猫にも関わる目標である。全ての猫に充分な動物
福祉が配慮されることで，最終的に保護猫犬殺処分の必要がない社会の実現が求められよう。
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